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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（君島一郎君） 散会前に引き続き、会議を

開きます。 

  ただいまの出席議員は29名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（君島一郎君） 本日の議事日程は、お手元

に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎会派代表質問 

○議長（君島一郎君） 日程第１、会派代表質問を

行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 相 馬 義 一 君 

○議長（君島一郎君） 初めに、敬清会、26番、相

馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） おはようございます。平

成23年度の市政方針について、会派代表質問を行

います。 

  まず、１つ目として、市政の基本方針について

を質問いたします。 

  長引く経済不況、迷走する新政権に対する国民

の不信感等、市政運営には大変厳しい環境にあり

ますが、平成23年度当初予算を見ますと、若干の

明るい兆しが見えています。後期基本計画に向け

て、「安心・活力」と事務事業推進のキーワード

をもとに、着実な市政運営を望むものでございま

すが、以下の点についてお伺いいたします。 

  ①アンケートの結果等から見た新市の一体感に

対する見解をお伺いいたします。 

  ②地域の特性を十分に生かしながらの具体的な

政策についてお伺いいたします。 

  ③「安心・活力」のうちの安心事業ファミリー

サポートセンターの詳細について、お伺いいたし

ます。 

  ④、同じく「安心・活力」の活力事業、地域経

済活性化対策事業の詳細についてお伺いいたしま

す。 

  以上、一問目の質問といたします。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） おはようございます。 

  26番、敬清会、相馬義一議員の会派代表質問に

お答えをいたします。 

  １の市政の基本方針より、４点ございますので、

順次お答えをいたします。 

  ①のアンケートの結果等から見た新市の一体感

に関する見解についてお答えをいたします。 

  平成17年１月１日に那須塩原市が誕生してから

６年が経過をいたしましたが、その間、新市とし

ての一体感の醸成を最重点課題として、まちづく

りに取り組んでまいりました。 

  市民アンケートの結果によりますと、「那須塩

原市に愛着を感じている人」の割合は、５年前と

比べ、16.7％増の76.2％であり、「那須塩原市は

住みやすいと感じている人」の割合は79.1％、

「これからも那須塩原市に住み続けたいと思って

いる人」の割合は、68.9％に達しております。 

  これらのアンケートの結果は、合併以降取り組

んできた新市としての一体感が市民の間に着実に
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根づいてきたあらわれだと思っております。 

  今後も、地域や団体間の交流活動を促進するな

どして、さらなる一体感の醸成を図り、市民の皆

さんが合併してよかったと思えるまちづくりに取

り組んでまいりたいと考えております。 

  続きまして、②の地域の特性を生かしながらの

具体的な政策についてお答えをいたします。 

  本市の地域特性といたしましては、まず、豊か

な自然環境、３つのＪＲ駅、２つの東北縦貫自動

車道インターチェンジ、国道４号などの幹線道路

で形成される高い広域交通利便性。酪農を初めと

する農林業、塩原温泉や板室温泉に代表される観

光業、多様な業種の製造業などの多彩な産業の立

地などが挙げられます。 

  これらの地域特性を十分に生かしながら、社会

経済環境の変化や市民のニーズを踏まえ、農観商

工連携事業、黒磯駅前広場整備事業、木の俣園地

整備事業などの主要事業を進めてまいりたいと考

えております。 

  続きまして、③「安心・活力」の安心事業であ

るファミリーサポートセンターの詳細についてお

答えをいたします。 

  ファミリーサポートセンター事業は、育児の援

助を行いたい者と援助を受けたい者から成る会員

組織を設立し、その会員の活動を支援する事業で

ございます。 

  会員が行う主な活動の内容としては、保育時間

外や学校の放課後などにおける預かり、保育施設

などへの送迎、保護者の病気や冠婚葬祭の際の預

かりなどで、保育園や放課後児童クラブなどでの

従来の子育て支援施策ではカバーし切れない多様

なニーズに、市民との協働により、よりきめ細か

に対応していこうというものであります。 

  また、センターには、会員の活動を支援するた

めアドバイザーを配置し、会員の募集や登録、会

員間で行われる活動に関する調整、会員の研修や

交流などの業務を行ってまいります。 

  なお、センターは、本年10月に開設し、会員登

録などの準備期間を経まして、12月からの活動開

始を予定いたしております。 

  また、運営主体につきましては、支援時間等に

弾力的に対応するため、民間団体を公募し、委託

したいと考えております。 

  続きまして、④の「安心・活力」の活力事業で

ある地域経済活性化対策事業の詳細についてお答

えをいたします。 

  この事業は、広く市内中小事業者の受注機会の

拡大を図るため、道路の舗装修繕や保育園の避雷

針新設など比較的小規模な工事や営繕など、事業

数で256事業、事業費で２億5,357万円を計上した

ものであります。各部単位での事業数といたしま

しては、総務部関係で１事業、生活環境部関係で

４事業、保健福祉部関係で57事業、産業観光部関

係で16事業、建設部関係で23事業、教育部関係で

104事業、西那須野支所関係で28事業、塩原支所

関係での23事業となっております。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） それでは、再質問に入り

たいと思います。 

  私、今回の代表質問は、この議会に当たりまし

て執行部から23年度の市政運営方針という、これ

をお示しいただいたものでございます。その中か

ら何点か質問をさせていただいているわけでござ

いますが、それをもとに再質問に入りたいと思い

ます。 

  まず、新市の一体感ということでございます。

これは今、市長から答弁ありました、また、この

市政方針の中にも明記されております。アンケー

トを実施した中で、このような５年前に比べての
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比較された数字が載っております。その数字とい

うものから見て、もちろん、合併に当たりまして

市長が一番最重要課題として取り組んでこられた

というのは、重々私どもも理解をしております。 

  確かに、合併した当初、我々も、市民の方々と

話し合いをしていく中では、やはりさまざまな意

見等がありました。当然、合併の是非というもの

もその中には含まれておられたと思います。そう

いった中でのアンケートだったのかなと思います。

それと比べて、今回、大変数値的にはよくなって

いるということを見まして、一体感の醸成ができ

ているという市長の答弁だったと思います。 

  私は、今回、このアンケートというものに対し

て、私自身は実を言うと余り信頼性というものを

持っておりません。先日、大田原市でもこのアン

ケート調査をなさったようでございます。そのア

ンケート調査の結果を大田原市と比べても、若干

ちょっと低いところがありますが、やはり同じよ

うな数字が出ております。この質問に当たって私

は、部長なんかといろいろお話をさせていただき

ましたが、そこで私も述べたのは、アンケートと

いうものは、ある意味、アンケートする側の意見

というか、趣旨にのっとったアンケート調査をす

るんではないかという、そういったことを申し上

げたところもあります。その結果、出てくるこの

比率といいますか、私は、そのときも申し上げま

したが、日本の国民のいわゆる集団心理という中

で1711という比率がおおむね出てくるというのが

このアンケートの結果だという、そういったこと

を申し上げる方もおられます。 

  例えば、例に挙げますが、きょう、ここに立派

な松が飾ってあります。この松を見て、非常にこ

の松は立派だという方、まあそこそこ立派じゃな

いかというご意見、その中にも、そして、いや、

ちょっと余りよくないんじゃないかという意見、

まるっきりこんなのは大したことはないという意

見、その比率が、今は例ですからね、この松を言

っているわけではございません。１割、７割、11、

いわゆる1711という比率が集団心理の中にアンケ

ート調査として出てくるんじゃないかという、そ

ういうことを申し上げている方もおられますので、

私は、このアンケートというものは余り信頼でき

ないのではないかという意見であります。しかし

ながら、５年前のアンケートと比べて数字は上が

っているというのも確かでございますので、新市

になりましての一体感というものは醸成されてい

ると、私も理解はするところであります。 

  このアンケート以外で、例えば、さまざまな催

し物があると思いますが、催し物をした中でその

ような一体感を感じられるということがもしあれ

ば、お示しをしていただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（石川 健君） 今、一体感の醸成とい

うことで、アンケート以外でその一体感を感じる

というようなものがあるかというようなご質問だ

ったと思いますけれども、ちょっと趣旨と違うか

もわかりませんけれども、私のほうで一体感を感

じているというようなことにつきましては、まず

一体感というのは、地域団体間の交流、こういっ

たものが挙げられると思います。さらに、市民が

同じ制度のもとでの暮らし、生活をするというよ

うなことについても一体感を味わえる、このよう

に思います。また、施設の共同利用なんかも一体

感を感じるのかなというふうに思います。 

  そういう中で、私のほうで、合併後、どういっ

た事業というか、事務事業を行ったかというよう

なことですけれども、まずごみの分別収集なんか

は、旧市町でばらばらに出していたわけなんです

けれども、これなんかも統一して出すようにした
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と。さらに、ゆ～バスなんかも、旧塩原町と旧黒

磯市で運行していたんですけれども、これも路線

を拡充したと。さらには、水道事業なんかも各事

業があったわけなんですけれども、料金なんかも

６段階に分かれていたんですけれども、これらも

統一して、これらのことをすることによって一体

感の醸成が図られたというふうには思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） そうですね、ただいまの

答弁のとおりだと思います。そういう中で、那須

塩原市としての一体感というのは確かに醸成され

つつあるなという気が私もしております。今後と

も、その点については、当然一番重点課題という

ことですので、しっかりとやっていってほしい、

そのように思います。 

  続きまして、地域の特性についてでございます。

これは、市政方針、基本方針の中から私は引っ張

ってきたものでございますが、確かに私どもも、

行政視察等へ行って、そこでその場であいさつす

るときに、那須塩原市というのはこういう市であ

りますよと、そういう中で、交通の利便性等々、

あるいは自然環境が非常にいいよと、あるいは生

乳生産本州一ですよということは、我々も、現実

にそういった場では発言をしております。 

  そういう中で、23年度の事業の中では、今、３

つほど挙げられておりました。私、思うには、宮

崎県の前知事でありました東国原知事が私は宮崎

県のいわゆるトップセールスだということで、非

常に目立つパフォーマンスをされておりました。

決してあれを市長にやってくれとは申し上げるわ

けでございませんが、那須塩原市の特徴、特性と

いうものを十分に発揮した、特に交通の利便性と

いうものを重点に挙げていただきたい。黒磯板室

インターが開通をし、そこに民間であります商業

施設が開業した、これも一つの利便性を利用した

民間が考えた成果だと思います。あるいは、大型

店舗がぽんぽんとできた。もちろん都市計画法の

関係もあるのかとは思いますが、そういった中で、

民間は非常にそういったものに敏感に動いている。

その中で、行政ができることは何なのかなと。あ

のアウトレットがある場所、当時、東那須野産業

団地、その以前は工業団地と申し上げました。そ

こがいわゆる空き地になっているときに、私ども

も、何かいい工場が来ないかと。いろんな方のご

意見、話を聞いたときに、以前もお話ししたかと

思いますが、いわゆる那須塩原、あの辺は非常に

雷が多いと。そういった意味において、あそこに

精密機器、あるいは、いわゆるマイクロチップ

等々のそういったものの会社を誘致するのは非常

に難しいんだと、そういう意見を言われたことが

あります。そういった意味において、あそこに商

業施設ができたという、我々那須塩原市の市民と

して今後この利便性をどのように生かしていくの

かというものを行政として考えていってほしいと

思っているわけです。 

  上三川の町長であります猪瀬町長の講演を、以

前、私は聞いたことがあります。あそこのインタ

ーパーク付近、上三川だけではありませんが、そ

の付近を、実は、猪瀬町長はあそこをいわゆる日

本のラスベガスにしたいんだと。夜でも明かりが

こうこうとついているような、そういった場所に

したいと、そういうことをおっしゃっていたこと

があります。それが今、こういった景気の中で、

それが進んでいるかどうかは私もよくわかりませ

んが、どうぞこの交通の利便性というものをもっ

ともっと発揮するような市政方針を出してほしい

と思います。 

  例えば、今、那須塩原市には、立派な大きな会
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社が、工場があります。その工場が現状の規模の

ままではなく、こういった状況で交通、利便性が

よくなったんで、工場を大きくしてはくれないか

とか、大きくするような計画をとってくれないか

とか、そういったことを、市長あるいは執行部側

から提案をしてもいいんじゃないかと、そのよう

に思うことが多々あります。私はそのように思っ

ておりますが、そのようなことについてご意見が

あれば、お聞きしたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（石川 健君） 本市の特性といいます

か、交通の利便性を生かしたということで、今後

もそういったものを市政に生かしてはというよう

なことで、特に交通のことを言われているわけな

んですけれども、この交通の利便性というのは、

いろいろ考え方があると思います。例えば、幹線

道路と幹線道路を結ぶ連絡道をつくる。また、幹

線道路と鉄道の駅を結ぶ。あるいは、本市に限っ

て言えば、首都圏から距離的にも時間的にも近い

というような利便性を持っているというふうに、

私は思っております。 

  そういう中で、幹線道路とインターチェンジを

結ぶというようなことにつきましては、過去にお

いては、ちょっと例で申し上げますと、那須塩原

駅の大田原・高林線ですか、東那須野西アンダー

というんですか、あのアンダーを整備したことに

よりまして、那須塩原駅の東西の連絡道にはなっ

たし、それから、国道４号と黒磯板室のインター

チェンジの利便性も図れた、このように思います。 

  それと、もう一つ、先ほど、首都圏から距離的

にも時間的にも近いというようなお話をしたと思

いますけれども、こういう利便性を持っていると

いうようなことで、首都圏の食料基地になってい

るというようなことで、先ほど、生乳が本州日本

一でということで、酪農が盛ん、あるいは、高冷

地野菜の大根、それから、ホウレンソウの生産が

盛んという農業の基盤整備を支援してきたと、こ

ういう経過もあると思います。 

  今後、交通の利便性をさらに生かして企業誘致

をというような話ですけれども、今、北関東自動

車道が３月19日に開通するというようなことで、

北関東３県、いろいろこれの利点というんですか、

そういうようなことを思っているところでござい

ますけれども、特に、工場の輸出面で茨城の常陸

那珂の港が輸出港として見直されているというよ

うな話もありますので、そういう利点も含めまし

て、今後、企業の誘致等には考慮していきたいと

いうふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） せっかくのこういった那

須塩原市、本市、いろんな意味で恵まれていると

思いますので、そのようなことも今後、将来の那

須塩原市のためでございますので、しっかりとや

っていってほしい、そのように要望をいたします。 

  続きまして、安心のほうのファミリーサポート

センターについて質問をいたします。 

  10月に設立をし、12月からということでござい

ます。厚生労働省がこれは所管だと思いますが、

児童となっていますね、児童を預かりたい人と預

けたい人の橋渡しをするということで、これは、

いわゆる子育てという意味では大変いい事業だと

思います。ただ、今の答弁ですと、内容が余りよ

くわかりません。ファミリーサポートセンター、

そのサポートセンター自体、民間に委託を公募し

て委託するということでございますが、果たして

その民間委託した場合、センターをどこにするの

か、あるいはその位置ですね。あるいは、アドバ

イザーを置くということですが、アドバイザーの
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資格と、あるいは、今後そういったのが実際に動

いて、県内では11ぐらいの施設があるかと聞いて

おりますが、その実績と、あるいは問題点等々が

何かありましたら、詳細にご答弁をお願いいたし

ます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 安心事業でありま

すファミリーサポートセンターについてお答えい

たします。 

  まず、センターの位置でございますが、先ほど

市長答弁したとおり、民間委託するということで、

６月ごろ公募をかける予定でございますが、その

応募者の中から選定された事業所が基本的には場

所を選ぶということで、一般的には、そういった

託児的な施設を兼ね備えたサポートセンターもあ

るんですが、うちのほうでイメージしているのは、

あくまでも情報を集めて、会員の方にその情報を

提供して、ドッキングさせると。例えば、相馬議

員さんと私の間で、お子さんを通じてサポートし

ていくというようなスタイルになりますので、そ

んな大きな施設は要らないということでございま

す。よって、場所等についてはまだ未定であると

いうことでございます。 

  それから、アドバイザー、この施設等について

は市のほうの委託事業でやる考え方ですんで、ア

ドバイザー、いわゆるそのドッキングさせる、あ

るいは登録者を応募してもらうと、登録するとい

う部分については、２名ほどの職員を予定してご

ざいます。 

  それと、他の市町村での問題等ということなん

ですが、まず私どものほうでスタートした時点で

は、会員相互のドッキングというのはなかなか難

しいんじゃないかなというふうに思っております

ので、まずはそのドッキングをどういうふうに構

成していくかと、また、優先というのはないんで

すが、どんな事業についてやっていくかという細

かい点での調整が必要になってくるのかなという

ふうに思っております。 

  それと、事業対象でございますが、児童だけじ

ゃなくて、生徒さんというか、中学生、どちらか

というと、未就学の方が多いかなというふうには

思うんですが、就学児あるいは生徒さんについて

もサービスは対象者として行うということでござ

います。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） そうしますと、例えば、

私が公募して、サポートセンターを開設したいと、

そうなった場合は、私が自分のいる場所にサポー

トセンターを設置してもいいという、そういう考

え。 

  それと、例えば預けた側で、預かった側で、万

が一何か問題が起きた等々のときの対応の仕方。

あるいは、当然これは料金というものは生まれて

くるのかと思いますが、その辺についてお聞きい

たします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 場所等については、

例えば仮にＮＰＯ法人が受けたとすれば、現在、

そのＮＰＯ法人が活動している場所、そのもので

サポートセンターを位置づけるというのは結構だ

と思いますので、そのような形になるかと思いま

す。 

  それと、問題については、委託事業でございま

すので、当初のうちは市のほうも責任を持ってそ

ういった調整のアドバイス等をしていくというこ

とでございます。それと、事故等、当然生じる場

合があるかと思うんですが、そうした場合につい
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ては、全国組織での保険等、シルバーセンターで

やっているような事業だというふうに、ある意味

でお考えになって結構だと思うんですが、そんな

ような形で対応していきたいというふうに思って

います。 

  料金は発生します。例えば、預けるときに、お

おむね県内の状況ですと、単価的には、１時間当

たり700円前後かなというふうに思います。ただ、

夜間等の場合には割り増しという形が大体先進で

の状況でございます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） これからの事業でござい

ますので、余り詳しくはあれですが、おおむね理

解をするところでございます。 

  先日の新聞報道等によりますと、おおむね50人

ぐらいの規模を想定しているということでござい

ますが、その件については答弁は結構ですが、子

育てという意味では、支援という意味で、大変よ

い事業だと思いますので、しっかりとした、それ

に双方、預ける側、預かる側がお互いに利益の出

るような事業に進めていってほしいと思います。 

  続きまして、今度は、活力のほうの活力事業に

ついて再質問いたします。 

  活力事業、答弁でございますと、256事業に対

して、予算的には２億5,357万円という数字が出

ております。これは、平均しますと約100万弱ぐ

らいになるかと思います。この事業については、

この後中村議員も質問しますので、細かい詳細に

ついてはそちらにお任せしたいと思いますが、こ

れは、同じ事業と見てよろしいかどうかちょっと

あれですが、これは市単独の事業ということです

が、12月の補正で、きめ細かな交付金の事業があ

りました。それと内容的には同じかと思って、私

は同じものだと思っていたわけでございますが、

その実績と、どのくらい動いたのかをお伺いをし、

そして簡単に言えば、この事業において、いわゆ

る小規模、小さな事業者が活性化、簡単に言えば

助かったということが得られるのかどうか、それ

をお伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 地域経済活性化事業に

ついてのお尋ねにお答えしたいと思います。 

  まず、名前なんですけれども、地域経済活性化

事業ということで、名前が大変立派な名前で、本

当に地域の経済の活性化のための事業なのかとい

うことになってくるわけですが、過度に期待がさ

れるようなことのないように、ある意味では、き

ょうここでお答えしたいというふうに思っており

ます。 

  もともと、経済対策というのは１自治体がやる

ことではなくて、国が政策的に行うものだという

ように私どもも考えておりますし、そういうもと

で、先ほど相馬代表のほうから話がありましたよ

うに、12月補正の中でも同じような事業がござい

ました。 

  実は、この事業をやるに当たっては、昨年８月

から市単独でこの事業をやりたいというようなこ

とから、各課に募集をして、募集の内容としては、

30万以上で、かつ、500万未満の修繕事業がある

かどうかということで、募集をしておりました。

その中で、12月補正の中では、活性化事業として

前倒しできるものについて、その中で実施をした

ということで、だから、その後残ったものを今回

市単独でやるというような形になるわけですけれ

ども、もともと、500万以下の修繕であるとか、

そういった事業については、実施計画に計上され

ない事業になりますので、修繕、そういったもの

については、優先順位があってなかなか事業実施
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ができないというようなことがあります。今回は、

そういう意味では、枠の修繕以外にこの事業とし

て取り上げるということで、256事業ができたと

いうようなことでございます。 

  この２億5,000万が地域の中でどういう経済効

果というものがあるかというようなことは、少し

私どものほうとしては、経済の活性化という名前

は上げておりますけれども、どちらかといえばイ

ンセンティブをというような形で、経済の活動の

一助となっていただく、中小企業の事業者の皆さ

んにそういう意味での動機づけができればという

ような形で計画しているものでございますので、

経済活動の活性化に果たしてつながるかどうかと

いうのはわかりませんが、市独自として初めてや

るというような事業でございます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） 答弁をいただきました。 

  今回、２億五千数百万ですが、一般会計当初予

算の歳入を見ますと、比較ですが、市税で約10億

の伸びがあります。その９億9,900万の伸びの中

で、この２億5,300万。もう少しふやしてもいい

のかなという気はしたわけでございますが、その

点について、答弁は結構です。そのような考えを、

ちょっと感覚を受けました。 

  答弁してくれますか、すみません。 

○議長（君島一郎君） 総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 税収との関係でいえば、

そういう意味では、２億5,000万という数字は税

収増に対しては少ないというようなことですが、

那須塩原市として、500万以下の修繕事業として

今現在抽出できる事業というのはこれだけだとい

うようなことなので、そういう意味では、税収と

いうような事業という考え方で実施をしたという

ようなところでございます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） 理解をいたしました。 

  それでは、次の質問に入りたいと思います。 

  ２番目の予算編成の基本的な考え方についての

質問になります。 

  本市の財政状況も引き続き厳しい環境にあると

思われますが、予算総額で、対前年比５％増の予

算編成を行った根拠についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 次に、２点目の予算編成の

基本的な考え方ということでございますので、お

答えをいたします。 

  予算編成の基本的な考え方の予算総額で対前年

度比５％増の予算編成を行った根拠ということで

ございますので、お答えをいたします。 

  平成23年度の予算編成に当たりましては、事務

事業推進のキーワードである「安心・活力」を基

本として予算編成を行う中で、市民の生活の安

心・活力に結びつく事業を精査いたしまして、歳

出予算の組み立てを行いました。 

  具体的には、子宮頸がん等を含む予防接種事業

に３億7,015万1,000円、ファミリーサポートセン

ター事業に338万5,000円、子ども手当で６億

3,810万円増の29億972万円、介護基盤緊急整備等

臨時特例交付金に６億5,907万7,000円、また、市

単独の地域経済活性化事業に２億5,357万円、稲

村公民館建設事業に１億2,426万1,000円などを位

置づけたところでございます。 

  また、これらの歳出の増加に見合う財源といた

しまして、まず、景気の一部持ち直しの動きによ

り、製造業を初めとして多くの業種で業績の回復

が見込まれることから、法人市民税で前年度と比

較いたしまして５億5,252万円増の14億515万

5,000円を見込み、市税総額では前年度比較で

5.7％増の184億1,266万5,000円、また、合併特例
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債の償還の増により基準財政需要額がふえること

から、地方交付税で２億5,000万円増の53億など

を計上することができました。 

  結果といたしまして、平成22年度当初予算と比

較をいたしまして、19億2,000万円増の総額403億

円で、率にして５％増の予算編成を行ったところ

でございます。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） この予算編成についてで

ございます。大変、５％増という、19億2,000万

円の増ということで、この増については、実は私

も、会派で先日財政課長のほうから、それこそ大

変きめ細かくこの当初予算案の概要という中でご

説明をいただきました。その説明の中で、いろい

ろ理解をしたところでございます。そういうこと

で、この５％増がこういう理由でふえたんだとい

う説明も受けましたので、理解をするところでご

ざいます。 

  また同時に、臨時財政対策債を大変非常に抑制

をしているということで、我々会派としては、評

価できるものだと思っております。今回の予算編

成に当たりましては、全体としてもやはり評価で

きるものと思っております。 

  そこで、ちょっと１点だけ気になる点がござい

ました。それは、この予算編成とはまたちょっと

あれなんですが、先日の新聞報道等々で、いわゆ

る今、市長のほうからも説明がありましたが、ヒ

ブワクチン、いわゆる細菌性髄膜炎のヒブワクチ

ンと小児用の肺炎球菌ワクチン、これが、厚生省

で、いわゆる公費としての接種の一時見合わせと

いうのが―栃木県のこれは出たのでしょうか、

ちょっと載っておりましたが、その件についてだ

け、どのようなお考えを持っているのかご説明を

お願いいたします。 

○議長（君島一郎君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 予算編成の中で出

ております、予防接種事業の一部でありますヒブ

ワクチン等の接種関係でございます。 

  ３月４日に厚労省のほうから県のほうに通知が

ありまして、その内容等については、死亡報告と

接種の一時見合わせという形でございます。３月

５日、これは土曜日ですか、県のほうから市町村

あてにそういう形の趣旨が来ました。私どものほ

うも予算を今計上中なんで、４月１日から実施し

ようという対応をとってはいるんですが、これか

ら厚労省のほうでそのワクチン接種等について評

価に入りますので、その評価結果を見た形で、４

月１日から実施するか、あるいは一時見合わせの

状態でおくか決定していきたいというふうに思っ

ております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） 理解をいたしました。 

  今回の予算編成で、先ほども申し上げたように、

財政課長のほうからるる説明を受けました。平成

22年度の実績、あるいは決算見込みによるという

ことで、このような予算編成ができたと。そうい

う中でも、この概要版の中でも、例えば個人市民

税、あるいは固定資産税の中で、いわゆる収納率

の向上という項目があります。以前から当初予算

の質問の中では、この収納率というのは常に我々

も質問をしたわけでございますが、今回、このよ

うな形で向上という文面が載ったということで、

執行部におかれましては、我々議会としても、大

変敬意を表するところでございます。今回の予算

編成に当たりまして、我々もこれから審査するわ

けでございますが、我々会派としてはおおむね了

解するということで、この件についての質問を終

了いたします。 
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  続きまして、３番の平成23年度の主要事業につ

いてを質問いたします。 

  総合計画の７つの政策体系から、以下の点につ

いてお伺いいたします。 

  ①産廃処理施設の立地を規制する方策への取り

組みについてお伺いいたします。 

  ②児童福祉の充実（保育サービスの充実、学童

クラブ施設の充実）の詳細についてお伺いいたし

ます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 次に、３点目の平成23年度

の主要事業について、まず、①の産廃処理施設の

立地を規制する方策への取り組みについてお答え

をいたします。 

  地下水流動状況と地下水水質調査、本市に適し

た産廃処理施設の立地規制方策についての調査・

研究を平成19年度から福島大学に委託をしてまい

りました。 

  また、これまでの研究を踏まえまして、今年度

７月には、庁内の産廃処理施設立地規制方策検討

委員会を立ち上げ、土地利用に関する方策、水源

保護に関する方策、産廃処理施設設置の手続に関

する方策の３つについて、比較検討を行ってまい

りました。 

  なお、この検討委員会では、市議会産業廃棄物

対策協議会との意見交換も行っておりますが、今

後もこの３方策について、さらに議会と調整をさ

せていただきながら、最終的に市としての方針を

定め、その具現化に取り組んでいきたいと考えて

おります。 

  続きまして、②の児童福祉の充実、保育サービ

スの充実及び学童クラブ施設の充実についてお答

えをいたします。 

  平成23年４月に、西那須野地区に民間のこひつ

じ保育園が開設をいたします。これにより、定員

が60人増加をし、待機児童数の減少が期待できま

す。また、こひつじ保育園では、通常保育のほか、

延長保育、支援児保育、一時預かり、子育て相談

等を実施いたします。 

  この結果、延長保育は11園、一時預かり保育は

８園、支援児保育、子育て相談は22全園で実施す

ることになり、保育園での保育サービスの充実が

図られることとなります。 

  次に、児童クラブ施設の充実についてお答えを

いたします。 

  児童クラブにつきましては、整備計画に基づき、

計画的に施設整備を実施しているところでござい

ます。 

  平成22年度につきましては、黒磯小学校の学童

室の建設を行っており、３月に完成の予定です。 

  平成23年度においても、児童が安心・安全な生

活を送ることができるよう、防犯ブザー設置工事

や排水工事などを実施する予定でございます。 

  今後も、老朽化施設などを含め、継続的に施設

の整備を実施してまいります。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） 今回、主要事業の中から

この２点について、質問をさせていただいたわけ

でございます。産廃施設の立地に関する規制する

方策というのは、残念なことに、那須塩原市、産

廃施設については、過去においても、現在まで大

変いろいろと問題等が多かったのは、もう皆さん

ご承知のとおりでございます。 

  過去においては、市民が反対運動をし、そして

一生懸命そういった反対運動をしていたわけでご

ざいますが、今のような、市民、そして行政、議

会がこのように一体として反対運動をされたかと

いうと、少し疑問があるところでございます。し
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かし現在は、市長みずから那須塩原市には産廃施

設はもう要らないと言っておられます。当然、

我々議会もそういったことで、数年前になります

が、私自身、議会を代表して、執行部と一緒に当

時の鴨下環境大臣のところに現況というものを報

告に行ってまいりました。当時、市長、そして現

在副市長をやっておられます松下副市長と、同時

にそのほか職員も行きましたが、そういった我々

が今一生懸命、那須塩原市はそういった状況であ

るというのを、これは当然、話は飛びますが、市

長が今全国産廃問題市町村連絡会の会長というこ

とでございます。そういった立場も含めまして、

那須塩原市が全国に対し、産廃施設はもう要らな

いんだと、そういった発信できるような市になっ

てきたと、私は思っております。また、今後もそ

ういった状況をしていかなくてはいけないと思っ

ております。 

  規制する方策、今３つほど、土地利用、水源保

護、あるいは処理施設の設置の手続に対する方策

というものを、勉強されているわけでございます。

当然議会との、産廃対策協議会との連携もとって

いるわけでございますが、この件について、一番

土地利用、水源条例は大変難しいんだというお話

も聞いておりますが、先日ですか、議会のほうと

お話し合いをしたそうでございますが、その点に

ついて発表できることがありましたら、発表をし

ていただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） ただいまの議会と

の関係ですが、実は先般、３月４日でありますけ

れども、議会のほうの産廃対策協議会の幹事会の

ところで、ただいま市長から答弁いたしました、

昨年７月に検討委員会を立ち上げまして、その検

討委員会でのレベルでの方策について説明をさせ

ていただきました。繰り返しになりますが、土地

利用と水源保護、そして、産廃場設置の手続に関

することということで、ご説明をいたしました。 

  今後におきましても、議会の全体であります産

廃協議会のほうに同じような説明を申し上げまし

て、今後とも、市長答弁どおり、議会と調整をし

ながら進めてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） 多分、この後、私どもの

ほうにも説明があるかと思いますので、この件に

ついては、以上で結構でございます。 

  先ほども申し上げましたが、市長が全国産廃問

題市町村連絡会の会長ということで、そういう場

においてさまざまな意見等が、あるいは取り組み

等がその会議等で出ているかと思いますが、そう

いう中で市長がお気づきになった点が、あるいは

感想でも結構です、もしありましたらお聞きした

いと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 産廃協議会ですか、そちら

のほうの会長を仰せつかって１年、間もなくたつ

わけでございますけれども、その感想ということ

でございますけれども、この会の目的でございま

すけれども、これはおのおの各市町村で、産廃で

さまざまな問題を抱えている会が集まって組織を

されたというふうに認識しておりますし、当然そ

ういう中では、さまざまな問題を抱えておるわけ

でございます。ただ、これ最近数が減っておりま

す。と申し上げますのは、実は、解決したところ

からやめていってしまうと、もうそこにいなくと

も済むという状況があるのかなというふうに認識

しております。そういうことで、解決をした市町

村から会を抜けてしまうという状況で、ちょっと
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残念だなという認識をするわけでございます。 

  また、当然、こういう問題がとかという１つの

問題でなく、おのおの抱えている問題は違うとい

うふうに私も認識をいたしております。当然、今

私がこの地域として考えておる、産廃はもう要ら

ないんだという基本的なものにつきましては、も

ともとこの地域、産廃が始まったというそもそも

の原因は、砂利をとった穴に産廃を埋め始めたと

いうのが最初のスタートでございまして、今では、

砂利を売ってその穴に産廃を埋め戻すという中で

の安定５品目という形での処理をされておるとい

うことでございまして、この安定５品目が安全か

どうかということになりますと、私は、甚だ疑問

だと思っております。そういう意味で、この安定

５品目の処理の仕方、もうこれはやめてもらいた

いと、特に私どもの地域の現状からいいますと、

砂れき層でございまして、水の浸透性はごくよい。

ということは、当然、埋めますと、それが地下浸

透が早いという結果に結びつくだろうという考え

方を持っておりますので、そういう意味での、こ

れまで福島大ですか、そちらのほうにも水の流れ

等々の調査を十分していただきまして、そういう

ものが立証できる形で、私どもとしては、国に、

そういうことなので、安定５品目の埋立地として

は不適だという中で、１つは、そういう完全な処

理場というものの考え方と、もう一つは、そうい

う立地条件なんで、うちのほうは少なくともそう

いうもので規制をしてもらえる体制をとっていた

だきたいという、これは、まだ多分県に言っても

話にならないんで、環境省のほうに行きたいとい

う認識を持っております。 

  また、当然、協議会がありますので、協議会の

中でもそういう話を進めながら、少しでも輪を大

きくしながら、産廃処理の問題に当たっていきた

いというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） 大変貴重なお話、ありが

とうございました。市長の考えというものは十分

に理解をするところでございます。この後、一般

質問で、私どもの鈴木伸彦議員がまた産廃の質問

をいたします。答弁をよろしくお願い申し上げま

す。 

  それでは、もう１点、児童福祉について再質問

がありますが、今回、西那須野地区にこひつじ保

育園が開園するということで、60人。今後、この

ような新たな動きというものがあるのかどうか、

あった場合にはどのような対応をするのか、新し

い開園ですね、その辺を１点お聞きするのと、児

童クラブ、黒磯小学校が完成ということで、それ

と同時に、老朽化施設があるということで、どの

くらい老朽化があるのか、あるいは逆に言うと、

新たな要望、児童クラブの開設の要望等があった

場合はどちらを優先するのか、その辺も含めて、

その件にだけ再質問をさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 保育園の今後の整

備でございますが、平成20年５月に保育園整備計

画なるものを立てまして、その中で、民営化を中

心に公立保育園をやっていくんだということで、

この春にもゆたか保育園が民営化されるというこ

となんですが、それと、いわゆるこども基金等を

利用した形での民設の要望等も、正直言ってあり

ます。それと、なお、西那須野地区等の民営化も

現在進めているところなんですが、当時定めまし

た20年５月の整備計画を改めて精査しまして、新

たな計画をつくりつつ、待機児童の解消に努めて

いきたいというふうに思っておるところでござい

ます。 
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  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 教育部長。 

○教育部長（平山照夫君） 放課後児童クラブの整

備の関係でございますが、まず、老朽化施設はど

こがあるかというご質問でございますけれども、

まず高林小学校区にあるおひさまクラブという名

称を使っているんですが、これはご存じのように、

以前、高林保育園で使っていた施設、これは昭和

30年代に建築した木造の施設なんですが、そこを

使用しております。当初の整備計画の中では、平

成23年度に整備をする予定でいたんですが、小中

学校の適正配置計画の素案を一昨年につくったと

いうことで、それらの適正配置計画の進捗を見守

っていたというような状況がございまして、この

たび、小中学校の適正配置計画も本計画として策

定をしたものですから、そちらの老朽化施設も建

設といいますか、そちらのほうも検討していかな

くてはならない、そこが一番の大きな老朽化施設

でございます。 

  それから、新たに要望があった場合はというこ

とでございますけれども、要綱の中で、各小学校

なんですが、10人以上の学童の預けたいという要

望があった場合に開設をしていくというような形

で決まっておりますので、今開設をしていないと

ころでも、そういったご要望があればその方向に

向けて実施をしていくということになると思いま

す。それからあと、民間での学童クラブというの

も今できてきておりますので、そちらのほうの支

援のほうも行っていきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時０３分 

 

再開 午前１１時１３分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） それでは、４番目の質問

に入りたいと思います。 

  新庁舎整備についてでございます。新庁舎の整

備について、財源確保の観点から、総合計画の最

終年度を想定していますが、以下の点についてお

伺いします。 

  平成28年度を想定しての内部での研究調査の詳

細についてお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ４の新庁舎整備についてお

答えをいたします。 

  新庁舎につきましては、合併時の協定項目に、

将来の新庁舎の位置は那須塩原駅周辺とすると明

記しており、おおむね10年を目途に整備をする約

束となっております。 

  現在、事務レベルでの庁舎の位置や規模、財源

などさまざまなシミュレーションをしながら、調

査研究を進めておるところであります。 

  今後は、現在策定中の総合計画後期基本計画に

新庁舎建設を盛り込み、議会、市民と相談をしな

がら、事業概要、スケジュール、規模、財源など

を検討してまいりたいと考えております。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） 新庁舎建設でございます。

今、市長の答弁のとおりに、合併時の規定項目の

中で、那須塩原駅周辺というのは理解をしていた

わけでございますが、そこの後のおおむね10年と

いうのが、いわゆる執行部が考えているおおむね
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10年と、私と一般市民の方に説明したときに、10

年以内という感覚がありました。平成17年１月１

日が合併ですから、平成26年12月末には新庁舎が

できているものと、そういう感覚がありました。 

  そういった中で、当然ながらこの質問について

は、私だけでなく多くの議員が今までにも質問を

したわけでございます。そういった中で、今回の

補正予算で４億の基金、新年度当初予算で２億と

いう、財政面では非常に動いているなという感覚

はあります。ただ、庁舎内での検討がどこまで進

んでいるかという、その進みぐあいというものが、

先ほど申し上げた、私が考えている10年という、

その10年のスパンの最終年度が違うのかなと。そ

の違いがいわゆる執行部の検討の、私から申し上

げますと、ちょっと遅いんじゃないかなという感

覚がありました。当然、24年度からの後期計画の

中で盛り込んでいかれるという答弁だったと思い

ますが、そのとおりでございますので、その件に

ついては、これから検討を進めていくんだと思っ

ておりますので、この件については、再質問とい

うのはありません。しっかり検討していただきた

い、そのように思います。 

またこの後、中村議員がしっかり細かい詳細を

聞くんだと思いますので、私からはこの辺にした

いと思いますが、１点だけ、もちろん議会との相

談、市民との相談をしながらという市長答弁があ

りました。市民との相談というのはどのような形

でとられるのか、その１点だけお聞きしたいと思

います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（石川 健君） 市民とのとらえ方であ

りますけれども、私のほうでは、後期計画の24年

度以降について、市民の各種団体とか、そういっ

た団体の市民の皆さんとともに相談しながらやっ

ていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） 市民との相談ということ

の答弁でございますが、それ以上はお聞きしませ

んが、先日も、髙久議員が当初予算について、ア

ンケートの結果云々ということを申し上げたとお

りでございます。アンケートの結果も大切でござ

いますが、市民との相談、各団体での相談という

今の答弁でございますが、さまざまな多くの市民

のご意見を聞きながら進めていってほしい、その

ように思いますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

  次の質問に入ります。 

  最後の５番目の組織機構についてでございます。

これも、あくまでも想定の話の質問になりますの

で、その辺を踏まえての答弁をお願いいたします。 

  新庁舎建設を考えると、職員適正化及び組織機

構計画を見直すことが必要と思うが、以下の点に

ついてお伺いいたします。 

  ①職員定数を平成28年度と想定しての適正数へ

の考え方、あわせて現在までの推移についてお伺

いいたします。 

  ②現在あります２つの支所の役割について、考

え方をお伺いいたします。 

  ③15あります公民館の活用について、そのうち

の１つ目として、鍋掛公民館、南公民館で試行実

施している証明書発行業務の効果と問題点をお伺

いいたします。 

  ２つ目として、この公民館の名称を変え、例え

ば地区センター、あるいは地域サービスセンター

等の名称を変えて、業務拡張を考えてはと思いま

すが、見解をお願いいたします。 

  ３番目として、業務拡張に伴い、必要な職員を

再任雇用してはいかがかと思いますが、見解をお
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願いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ５点目の組織機構について

でございますけれども、新庁舎建設を想定して、

３つの質問があります。それらについてお答えを

いたします。 

  まず、①の平成28年度を想定して、職員の適正

数の考え方及びこれまでの職員数の推移について

お答えをいたします。 

  まず、本市の職員の推移についてでありますが、

合併直後の平成17年４月１日の本市の実職員数は、

950人でした。定員適正化計画に基づく定員管理

の実施により、平成22年４月１日現在の実職員数

は、91人減の859人となっております。この実職

員数は、定員適正化計画における平成23年４月１

日の目標職員数860人を下回っておる状況にあり

ます。 

  続きまして、新庁舎建設を想定した適正職員数

の考え方についてでありますが、適正な職員数を

求めるためには、事務事業を推進するための組織

機構をどうするか、業務の民間委託の考え方はな

ど、市の事務事業推進の骨格となる基本事項を定

める必要がございます。 

  現在、本市におきましては、後期基本計画の策

定作業を実施しておりますので、この基本計画の

実施を踏まえ、平成23年度中に平成24年度から平

成28年度までの５カ年の新たな定員適正化計画を

策定したいと思っております。 

  次に、②の２つの支所の役割についての考え方

でございますが、新庁舎と２つの支所の組織機構

のあり方や役割の分担につきましては、住民サー

ビスの向上や組織のスリム化・効率化等の視点か

ら見た場合、さまざまな役割分担やあり方が考え

られると思っておりますが、今後の調査・研究の

中で検討させたいと考えております。 

  次に、③の15公民館の活用についての、1)の鍋

掛、南公民館での試行実施をしている証明書発行

業務の効果と問題点についてでありますが、昨年

２月１日から住民票、印鑑証明の発行をモデル的

に実施いたしておりますが、効果につきましては、

より身近な公共施設において住民サービスを受け

られることであり、問題は、試行実績を見た限り

では利用者数の向上であると認識をいたしており

ます。 

  続きまして、2)の公民館の名称を例えば地区セ

ンターなどに変え、業務を拡張してはとのご質問

にお答えをいたします。 

  議員のご提案は、公民館の業務を拡張させ、新

庁舎と支所との役割分担を整理することだと思い

ますが、これについても、今後の調査・研究の中

で検討させていただきたいと考えております。 

  続きまして、3)の公民館の活用のうち、業務拡

張に必要な職員の再任用についてお答えをいたし

ます。 

  職員の定年退職後の生活を再雇用により支える

とともに、長年培った知識や経験、技術などを有

効に発揮してもらう趣旨のもと、現在も職員の再

任用を実施いたしております。 

  公民館につきましては、住民サービスの最前線

となる重要な職場と認識しており、この公民館を

含む行政サービスのあり方について、今後検討を

要するものと考えております。 

  再任用職員の活用につきましても、今後の検討

課題とさせていただきます。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 26番、相馬義一君。 

○２６番（相馬義一君） 最初に申し上げたとおり、

このたびの新庁舎建設の基金の金額に合わせて新

庁舎は建設するものだと私の判断のもとに、これ
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は想定の質問をさせていただきました。そういう

中で、現実にある定数問題についてはおおむね、

おおむねというか、予定どおりの定数削減といい

ますか、計画適正化だという、今発表でございま

すので、非常に申し分ないなと思います。 

  ただ、この適正数でございますが、本年度、ま

た来年度以降、いわゆる団塊の世代の方の退職が

ふえる、そういう中で、新しく採用する職員の割

合というんですか、そういったものをよく見きわ

めた上での、もちろんそういった適正化であると

は思っておりますが、慎重にしていってほしい。

特に、一気に減らすものがいいかどうかというの

も、私もちょっと疑問としているものですから、

その辺を含めて質問したわけでございます。 

  ②の支所については、今答弁あったとおり、想

定の話でございますので、今後検討するというこ

とでございますので、検討いただきたい、そのよ

うに思います。 

  ③の公民館について、これも同じでございます。

そのうちの①については、現在動いていることで

ございますが、身近な公共施設で利用者が利用し

やすいというのは、これは当然なことでございま

すが、利用者数の向上ということは、逆に言うと、

利用者数が少なかったととらえてよろしいのかと

思います。利用者数が少ない、今回の鍋掛公民館

と南公民館ということだったということでござい

ますが、その辺が今後課題であるかと思います。

これが例えば、印鑑証明等、住民票の証明書の発

行だけじゃなくて、ほかの、例えばそこに行けば

税金も納められる、あるいはそういったさまざま

な業務、他の市を見ますと、あるところによって

は21課ぐらいの仕事を公民館で行っているという

ところも聞いております。そういった業務を拡張

すればこの利用もふえるのではないかと、私は想

定するわけでございますが、その辺も含めて検討

をお願いしたいと思います。 

  それと、最後になりますが、そういった公民館

業務を拡充すれば、当然ながらそれなりの知識を

持った職員が必要であると、私は思ったところで

ございますから、そういう意味で、この再任とい

うものはそういう意味での再任でございます。再

任雇用を考えてはいかがかという提案をさせてい

ただいたところでございます。 

  いずれにしても、今後、高齢化が進みます。当

然、高齢化が進むということは、交通弱者がふえ

るということだと思います。当然そういった中で、

公民館の活用、今、市長の答弁の中でも、必要性

があるという認識は持っておられるようでござい

ます。しっかり公民館の業務を拡張して、そうい

ったサービス向上をお願いしたいところでござい

ます。 

  平成23年度総合計画の前期基本計画の最終年度

であり、当然24年度の後期基本計画の策定等もあ

ります。しっかりとした市政運営といったものを

望むものでございます。我々会派としても、そう

いったことを執行部と一緒に同じ認識のもとで、

ご協力できるものはご協力する。いわゆる俗に言

う、私はいつも思うんですが、執行部と議会の二

元代表制の中での是々非々というものをしっかり

示しながら、運営をやっていってほしい、そのよ

うなことをご期待申し上げ、敬清会の会派代表質

問を終了させていただきます。ありがとうござい

ました。 

○議長（君島一郎君） 以上で、敬清会の会派代表

質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 中 村 芳 隆 君 

○議長（君島一郎君） 次に、那須塩原21、14番、
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中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 皆さん、こんにちは。議

席番号14番、那須塩原21の中村芳隆でございます。

通告に従いまして、会派代表質問を行いたいと思

います。 

  １、平成23年度市政運営方針の基本方針につい

て。 

  日本経済もようやく回復の兆しがあると言われ

ておりますが、いまだに地方においてはその実感

が持てない中、国政の混乱、中東諸国の政情不安

により景気対策、経済の先行きに、再び不安と不

透明感が増しています。本市においては、地方経

済の底上げを図るべく、新年度那須塩原市版地域

経済活性化事業に取り組むとされているが、前述

の観点から、景気浮揚策、地域経済の活性化に向

け大いに期待することから、以下の点についてお

伺いいたします。 

  ①市政の基本方針で示した地域の景気浮揚策で

ある那須塩原市版地域経済活性化事業の詳細につ

いてお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） １の平成23年度の市政運営

方針の基本方針についての中で、那須塩原市版地

域経済活性化事業の詳細についてお答えをいたし

ます。 

  敬清会の相馬義一議員の会派代表質問にお答え

いたしましたとおり、依然として続く景気低迷の

中で、広く市内中小事業者の受注機会の拡大を図

るために、比較的小規模な修繕工事など、事業数

で256、事業費で２億5,357万円を計上いたしまし

た。予算編成の事務事業推進のキーワードの一つ

である活力に結びつくものと考えております。 

  これらの事業を実施することで、依然として続

く経済不況の中で、市内中小事業者の景気浮揚の

一助となることを願っておるところでございます。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） この質問に関しましては、

先ほどの代表質問の中で、相馬議員もお聞きして

いると思います。その中で、角度を変えまして、

順次再質問をしてまいりたいと思います。 

  先ほどの答弁の中で、るる申し上げましたが、

景気低迷が続く中で、市内の中小企業、また、零

細企業等が非常にあえいでいるのが現実ではなか

ろうかと思っております。このような施策が取り

組まれることは、非常に私どもは評価するところ

でございます。 

  事業数、先ほどの答弁で256事業と言われまし

た。るる全庁的にわたっておりまして、本当に支

所、また施設関係、そういったものまで含まれて

いると思われますが、この256事業を工種別に分

けますとどのような内容になっているかをお聞か

せください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 活性化事業の中の256

事業の工種別ということでございますが、この事

業は、先ほど市長が答弁いたしましたように、比

較的小規模な修繕事業というようなことで、実は、

内容的には4,000円の網戸の補修というようなこ

とから、総務部でやっておりますコミュニティー

の修繕事業の300万というようなものもございま

して、それぞれ各部各課の中で修繕事業として上

げてきたものでありますので、工種別に出すとい

うようなことが少し難しいというようなことから、

部単位に先ほど相馬代表のときにはご説明したと

いうようなことで、工種別に申し上げるというの

は少しできかねるというようなところでございま
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す。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 工種別に分けるのは非常

に厳しいと、小さい企業は4,000円ぐらいから、

先ほど申しますと、大きいもので500万ぐらいの

規模にも達するということでございますが、大き

い企業ですか、舗装修繕とか、あとは大工さんの

修繕、そういったものも入ろうかと思いますが、

そんな中で、そういった対象事業者ですが、市内

に中小事業者ですか、そういったものと零細事業

者、個人でやっている方もたくさんあろうかと思

いますが、そういった方々に受注のチャンスをや

るんだということで、こういった事業展開をされ

ると思いますが、そういった中で、そういう受注

できそうな企業、個人的なものをどのぐらい把握

して、それに対応していくのかをお聞かせいただ

きたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 事業内容につきまして

は、先ほど申し上げたとおりなんですけれども、

大方130万以下のいわゆる少額工事ということで

ございまして、少額工事については、庁内に、本

庁ですと３つの選考委員会がございますし、それ

ぞれ支所等にも選考委員会がございます。それに

ついては、担当課のほうから見積もり選考の依頼

があって、その中で選考していくというようなこ

とでございますので、そういう形の中で、少額工

事については随意契約というような形でやってい

きたいというふうに思っておりますし、また、こ

の事業の趣旨に基づいて、例えばどこどこの保育

園であればその地域ということの配慮ということ

も当然あっていいんではないかというように思い

ますし、すべて同一の方とか、そういうことでは

なく、ある程度地域の配分、地域のほうの部分も

あってもいいんではないかというふうに思ってお

ります。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） そういった形で配慮され

ていかれるということで、本当に安心していると

ころでございますが、ただ、今、随意契約という

ようなこともちょっとお聞きしたところでござい

ますが、発注は各部門、課別になりますと、かな

りの方がそういった業者を選定していかれるわけ

ですね。るる先ほど言いましたように、選考委員

会を立ち上げているところは３部門あると言われ

ましたが、そうでない初めてそういったものに当

たるような課もあろうかと思いますが、その中で、

少額工事については随意契約も結構でございます

が、入札の方法を見積もり入札にしていきますの

か、または、指名入札をし、先ほど言われました

ように、地域それぞれの施設の地域、工事を行う

地域の方々を選考して発注するのか、その点をち

ょっと詳しくお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 先ほども申し上げまし

たように、130万以下の自治法に基づく随契がで

きるものについては、少額工事ということで、委

員会のほうで見積もりによる選考という形になろ

うかと思います。それは、それぞれの発注課の考

え方がありますが、基本的にはそういう考え方で

おります。それから、30万以上50万以下について

は小規模工事ということで、そういった市に登録

されている団体の方もございますので、そちらを

紹介していくということでございまして、随意契

約だからといって全くというようなことではなく、

あくまでも、少額工事であっても那須塩原市に今

回登録された業者の方から選んでいただくという

のが基本だというふうには考えております。 
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○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 発注の方法は、わかりま

した。 

  それでは、本市におけます今日までの小規模工

事等々におかれました落札率がわかりましたら、

お聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 小規模工事の落札率で

ございますね。 

  平成19年が小規模工事の発注数が314件ござい

ました。そのうち、小規模工事等の契約を希望し

た落札が45件ということで、14.33％ということ

になります。 

  21年が若干数字のとらえ方がこの後違っており

ますので、20年は省略しまして、21年度でござい

ますが、806件ございまして、そのうち、小規模

工事等の希望者への指名が57件ございます。落札

が49件ということで、6.08％ということでござい

ます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 小規模工事の中で入札が

行われまして、予定金額等々を設定しながら入札

をされておりますが、低入で入札されたケースは

どのぐらいあるかお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 建設工事については、

低入札調査基準価格というのを設けておりまして、

これについては、21年度につきましては６件ござ

いました。そのうち、２件が失格というようなこ

とでございます。 

  22年度については、現在まで３件ございまして、

そのうち、１件が失格というような状況でござい

ます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） こうしてみますと、非常

に景気の低迷の中、受注機会が少ない現実が浮き

彫りになっているかと思われます。チャンスが来

たらば、もうどんなことをしてでもやはりこの仕

事を絶対とって、社員のためにとか、家族のため

にといった傾向が見えまして、非常に景気の低迷

の中での受注活動と申しましょうか、そういった

ものが年々非常に厳しさを増しているというのが、

この数字から見ましても、現実かと思っておりま

す。せっかく今回、経済活性化の推進ということ

で、全市を挙げて本当に那須塩原市民のために立

派な政策を掲げて取り組んでいただけるわけでご

ざいますが、それに対して、ちょっと一歩間違え

ますと、競争に拍車をかけてしまうというような

結果にもなりかねません。 

  そんな中、私なりに、公共発注の理念として、

大きく分けて３通り、ちょっと今申し上げたいと

思います。 

  その１つが、税の有効活用を考えますと、最も

安価で発注したいと。次に、市内業者の育成を考

えますと、これは品質の管理とか、技術力の向上

の促進になると。それで３つ目に、市内の経済の

浮揚を考えますと、適正利潤の確保、それと、そ

うしますと過度の競争防止ということが挙げられ

ます。この件について、ちょっと所感をお聞かせ

いただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） ただいま３つの考え方

ということで、所感ということでございますが、

公共工事ですので、金額の多寡は問わずやはり安

かろう悪かろうということではないというふうに

思っていますし、やはり一定の品質の確保という

のも、当然必要だというふうに思っています。ま
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た、先ほど議員から言われましたように、市内の

業者を育成していくということも１つありますし、

そういったことを含めて、やはり公共工事ですの

で、入札による適正な入札を行って実施していた

だいた後は、しっかりとした検査をして引き渡し

ていただくということが基本ではないかというふ

うに考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） ただいま申し上げました

ように、本当に競争の原理原則は貫いていくとい

うことでございますが、こちらを立てればあちら

が立たないというのがこの現実かと思っておりま

す。先ほどは、地域経済活性についてということ

で、部長のほうからちょっとくぎを刺された面が

ありましたが、いずれにしましても、この中小企

業、零細企業、本当にあえいでいるのが現実でご

ざいますので、こういった施策をしっかりと生か

すそのためにも、各所管の中で行われます見積も

り入札にしろ、何でも構いませんが、しっかりと

してとらえていただけるように、お願いを申し上

げたいと思っております。課題はたくさんあろう

かと思いますが、先ほど申し上げました３点の中

で、何にポイントを置くかというものもわかって

いただけると思いますで、そういったものも考慮

しながら、この事業の目的であります地域経済の

活性が図られまして、中小零細企業の景気浮揚の

一助となりますようご期待を申し上げまして、こ

の質問を終わりたいと思います。 

  ２番目の質問に入ります。 

  平成23年度市政運営方針の主要事業について。 

  平成23年度は、総合計画前期計画の最終年度で

あり、後期計画に向けた重要な年であると思われ

ます。平成23年度の主要事業について、総合計画

の政策体系に則し、以下の点についてお伺いいた

します。 

  ①「自然と共生するまちづくり」における環境

基本計画の改定について、詳細をお伺いします。

また、地球温暖化対策実行計画の区域施策編策定

の詳細をお伺いいたします。 

  ２番としまして、「快適で潤いのあるまちづく

り」の中で、災害に強いまちづくりを推進するた

めの自主防災組織の結成状況並びに促進支援策を

お伺いいたします。 

  ③「安全で便利なまちづくり」の中で、雨水排

水対策の推進があるが、市内浸水箇所並びに事業

の詳細をお伺いいたします。 

  ④「活力を創出するまちづくり」における新規

学卒未就職者就労支援事業の詳細をお伺いいたし

ます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 次に、２の平成23年度市政

運営方針の主要事業について、４点質問がござい

ますので、順次お答えをいたします。 

  ①の環境基本計画の改定及び地球温暖化対策実

行計画の区域施策編の策定についてお答えをいた

します。 

  初めに、環境基本計画の改定でありますが、本

計画は、本市における環境関連施策の体系化及び

環境の保全と創造を目的といたしまして、平成20

年３月に策定したもので、計画期間を平成20年度

から平成28年度までの９年間と定め、推進してい

るものであります。 

  今回の改定は、第１次那須塩原市総合計画後期

基本計画の策定に合わせて、数値等の時点修正を

行うとともに、社会情勢の変化や科学技術の発展

に伴う施策項目の指標の見直しや、関係法令等の

改廃により修正を要する施策等の確認など、総合

計画後期基本計画の策定と同時並行的に改定を行

うものであります。 
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  また、地球温暖化対策実行計画区域施策編の策

定につきましては、特例市以上は法的に策定義務

がありますが、本市としては、温室効果ガス排出

の抑制に係る施策を積極的に推進するため、策定

してまいりたいと考えております。 

  スケジュール的には、平成23年度早々に、市民、

事業者、行政の各主体の視点から、市域内におけ

る温室効果ガス排出抑制に係る対策を協議及び推

進する組織として、約100人規模の環境連絡会を

設置し、まずは再生可能なエネルギーの利用や循

環型社会の形成などの実現に向けた行動計画など

を平成24年度末までに策定していく予定でありま

す。 

  なお、策定後は、当連絡会の中に地域資源を生

かしたクリーンエネルギーの推進や普及啓発など

の専門部会を立ち上げ、市民、事業者、行政が一

体となって、地球温暖化対策実行計画の推進に努

めてまいりたいと考えております。 

  次に、②の自主防災組織の結成状況と、その促

進支援策についてお答えをいたします。 

  まず、自主防災組織の結成促進支援策について

でありますが、本市では、地域住民の自発的な防

災組織の結成を効果的に促進し、組織の育成・拡

充を図るため、平成22年５月から新しい要綱を制

定し、対応しておるところであります。 

  この新要綱は、自主防災組織の基準を自治会等

を単位とした住民組織であること、規約が作成さ

れていること、そして、班編成による役割分担が

明確であることと規定し、この基準に適合する自

主防災組織を認定することとしています。 

  この自主防災組織に対する支援策としては、組

織結成のために必要な経費に対し３万円以内、ま

た、認定後の防災組織が防災活動を行うために必

要な資機材を整備する際に30万以内で、さらに、

認定された組織の運営に必要な経費に対し、年２

万円以内の補助金を交付することとしています。 

  なお、本年２月末現在の自主防災組織の結成状

況は、黒磯地区が22カ所、西那須野地区が16カ所

の合わせて38カ所であります。 

  続きまして、③の「安全で便利なまちづくり」

の中の雨水排水対策についてお答えをいたします。 

  まず、大雨等により通行に支障を来す浸水箇所

につきましては、黒磯管内で４カ所、西那須野管

内で７カ所、塩原管内で４カ所の合計15カ所とな

っております。 

  次に、事業の詳細についての質問でありますが、

平成23年度におきましては、西那須野商工会館付

近の蕪中川４号準幹線築造工事を、約260ｍ実施

する予定となっております。 

  また、箒根地内の主要地方道西那須野那須線と、

市道石林・東赤田線との交差点付近の浸水解消の

ため、国際医療福祉大学病院から交差点までの延

長約900ｍの蕪中川１号準幹線の測量を実施する

予定であります。 

  次に、④の新規学卒未就職者就労支援事業につ

いてお答えをいたします。 

  この事業は、新卒の未就職者について市の臨時

職員として雇用することにより、就職浪人となる

ことを防ぐとともに、市の業務に従事することで、

社会人としての基礎的な能力の習得を支援し、今

後の就職へとつなげていこうとするものでありま

す。 

  この事業の特徴は、就職支援として、その雇用

期間中に、文書作成や接遇、パソコン操作など、

社会人として基本的なスキルを養う研修を行うこ

と。また、この臨時職員としての雇用は、あくま

でも就職するまでのつなぎ的雇用で、臨時職員と

しての雇用期間中に正規雇用としての就職活動に

も取り組んでもらうこととしております。 

  また、臨時職員としての雇用期間は、原則とし
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て６カ月で、１回の延長を含め、最長１年であり

ます。 

  対象の職種は、事務補助、保育士及び保健師で、

平成23年１月17日から２月16日までの１カ月間の

登録期間として受け付けを行った結果、高卒が４

人、短大卒が２人、大卒が６人の、合わせて12人

の登録がありました。希望職種は、全員が事務補

助となっております。 

  臨時職員としての採用は、３月中に臨時職員の

配置を必要とする課や施設において面接の上、採

用を決定することになります。また、担当する業

務は、パソコンの入力作業や簡易な資料の作成、

整理などの事務補助となっております。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

昼食のため休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５８分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎答弁の訂正 

○議長（君島一郎君） 市長。 

○市長（栗川 仁君） 先ほどの答弁の中で、間違

えて答弁したところがございますので、訂正をさ

せていただきます。 

  ③の「安全で便利なまちづくり」の中の雨水排

水対策でございますけれども、その中で、接骨木

地内の主要地方道西那須野那須線と申し上げるべ

きところを、箒根地内と申し上げたそうでござい

ます。訂正をさせていただきます。接骨木という

ことでお願いいたします。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） それでは、午前に引き続

き、順次再質問をしてまいりたいと思います。 

  環境問題でございますが、環境基本計画の改定

については、後期基本計画の策定に合わせて、指

標の見直しや数値等の修正、時点修正を行うとい

うことでございますが、その中で、大きく変わろ

うと思われます指標や数値があれば、お聞かせい

ただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 今回の時点修正と

いう中で大きく変わる点はあるかというご質問で

ございますが、先ほど市長から答弁しましたとお

り、これから策定をするという形になります。現

在、環境基本計画には、環境配慮施策の項目とし

て、47項目ございます。これらを見直すと。これ

は全部ではありませんけれども、総合計画の中で

も示されておりますので、あわせて修正になると

いう形になります。ということで、大きく変わる

点は、そういうことでこれからということであり

ますが、環境部の中で申し上げれば、例えばゆ～

バスについては、平成23年度の目標に対して年間

７万5,000人の乗車を見込んでおりますけれども、

もう既に10万人を超えているというような状況も

ありますし、環境企画展とか環境展とかというの

も開催していますが、それに来る来場者の人数な

んかも大きくふえていますので、その辺のところ

なんかも修正すると、そんなものはございます。 
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  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解いたしました。 

  それでは次の、地球温暖化対策実行計画区域施

策編について、ちょっとお聞きしたいと思います。 

  策定につきましては、特例市以上が法的義務と

いうことでございまして、栃木県内においては、

宇都宮市が当てはまるかと思います。そんな中で、

宇都宮市はもう取り組んでおられるのではなかろ

うかとは思いますが、本市の人口規模クラスでは

努力義務ということではなかろうかと思われます

が、地球に優しい町としての温室効果ガス排出の

抑制に積極的に推進されますことは大いに評価さ

れるべきではないかと思っております。 

  本年度と来年度にかけて策定されるわけでござ

いますが、ＣＯ₂排出抑制の全体的な策定に当た

ってのイメージをお聞かせいただきたいと思いま

す。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 地球温暖化実行計

画の区域施策編の策定のイメージということであ

りますが、先ほど市長からも申し上げました環境

の保全という観点から、将来の地球環境に対して、

深刻な影響を及ぼす地球温暖化、これの進行とい

うのは、現在の我々が次代を担う方に美しい地球

を引き継いでいくということは大きな使命だと思

います。そういった中で、市民と事業者、行政が

一体となりまして、市内全域のＣＯ₂を初めとす

る温室効果ガスの排出抑制の施策をつくっていく

というふうに考えているものでございます。その

ためには、先ほども申し上げました那須塩原市地

球温暖化対策実行計画区域施策編ということで策

定をするものであります。これにつきまして具体

的に策定がされてからは、先ほどの市長答弁のと

おり、それぞれの分野の専門部会というものを立

ち上げて、それぞれに検討・研究をして進めてい

くという考えでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 大まかなイメージはわか

ってまいりました。その中で、市民、事業者、行

政、その３つで、約100人規模の連絡会の設置と

いうことでございますが、そういったメンバーの

選任をどのようにして選任されるのかお伺いさせ

てください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 100人規模のメン

バーということでのその選任でありますけれども、

先ほど申し上げました市内における環境保全活動

に積極的に取り組んでおります市民団体、あるい

は地域の団体と、企業と申しますか、事業者から

の団体と行政機関というようなところから市長が

委嘱をするというような形をとっていきたいと思

います。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 市の市民、市民団体、そ

れに事業者ということでございますが、市内の事

業者の中には、既にもうＩＳＯ14001を取得され

まして、環境に積極的に取り組んでおられるよう

な企業が多々あるかと思っております。 

  そんな中で、こういったメンバーを選ぶのに当

たりまして、専門の知識を有したリーダー的人材

を確保する必要があると思われますが、その点に

ついてどう考えるかをお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 進める中で専門的

知識を有している方の活用をということでありま
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すが、これからの問題と申しますか、これからお

願いをする中で考えていきたいというふうには思

っていますが、やはり企業でもう既にＩＳＯ

14001とか、そういった中でいろんなノウハウを

持っておりますので、そういった方がぜひご登録

いただければなというふうにも思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 全市的に普及させていく

ためにも、偏った地域の方ばかりが人選されるよ

うでは、これまた普及率が悪くなっていくのでは

なかろうかと思いますし、監視員をされる方がそ

の地域に集中されるようなこともありますので、

ぜひともそういった方々の地域それぞれの部門か

ら選任いただきまして、また、事業者におかれま

しても、そういった方々に積極的に声をかけて、

一体となって取り組んでいただければと思ってお

ります。 

  そんな中で、100人という大人数での連絡会の

運営、また活用の方法、また開催の頻度、今後の

スケジュールをお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 100人の会議の持

ち方等々のご質問でありますが、100人というレ

ベルは、やはり広くいろんなご意見をいただくと

いうふうな考え方で、大きく100人というふうな

印象があるかもしれませんが、それで、今後の策

定の中で実際に、先ほど市長答弁のとおり、23、

24年度の中でこの区域施策編を策定するわけです

けれども、策定の専門部会ということで、現在30

人規模で考えておりますが、そういった策定専門

部会を立ち上げまして、会議の回数については、

今は何とも申し上げられませんが、その中で、全

体の30人以外の残る70人、単純に差し引きですけ

れども、70人の方はどうなのかという話になりま

すので、70人の方についてもやはりいろんな意見

をもらう、あるいは提言をもらって、それはレポ

ート等で提出していただくという、そんな考えも

ございます。 

  進め方といたしましては、まず年度当初に、新

年度当初になりますが、100人での全体会で、ま

ずは今の地球環境問題というか、環境に対するも

ろもろの問題等について、あるいは現在の市の内

情等について、講演会という形で１回全体会を催

したいと思います。年度途中の中では、策定の専

門部会。その中で全体会としては、やはり環境連

絡会という100人規模のものは年に１回ぐらいは

開いて、まとめたものをその都度報告しながら意

見調整をしていくということで、24年度の中でも、

最終的に策定については100人会で全員で決定し

ていくというふうな考えを持っています。という

ことで、会議については、ただいま申し上げまし

た専門部会は少なくとも四、五回はという予定で

いますけれども、その中でも、まとめの100人規

模の環境連絡会を開くということで、24年度に決

定しましたら、環境審議会のほうにもかけまして、

最終的に市で決定をしていくという考えでござい

ます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 運営、活用のほうるるご

説明いただきました。 

  先ほどのイメージと、最初の答弁の中でいただ

いたあれでは、連絡会の中でるる協議をされて、

そして行動計画が策定された後に専門部会を立ち

上げるのかなという認識を持っていたものですか

ら、ただいま聞きますと、連絡会はあくまで100

人の中で、そしてその中に専門部会を立ち上げて、

るる協議を重ねて、最後には審議会を経て策定後
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に執行されるんだというようなお話かと思います。 

  そんな中で、先ほどの答弁でもございましたよ

うに、行動計画が24年度策定されます。そうしま

すと、策定された後に、普及啓発を市民にどう行

っていくのかというその方法。または、連絡会、

連絡協ですか、それもその後残して、その残した

役割の中に、連絡協の人たちがかかわり合いはど

う持っていくのかをお聞きします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 策定後の市民への

普及啓発というご質問でありますが、スケジュー

ルは先ほど述べましたけれども、いよいよ25年、

でき上がれば推進という形になるわけですが、現

在、25年からの推進については、先ほどの答弁の

とおり、専門部会ということで、例えば地域にお

けるエネルギーの利用推進とか、マイバッグ運動

とか、環境情報の発信部会とかというような、そ

ういった幾つかの専門部会をつくる、そういう計

画でおります。そういう専門部会の中で、市民に

啓発をしてまいりたいということであります。推

進に当たっては、25年度から32年度までを期間と

いたしまして、進めていくというふうな計画でご

ざいます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解いたしました。 

  ただ、今ちょっと再質の中で、連絡協の役割と

のかかわり、それちょっと答弁がなかったかと思

うんで、もう一度お願いしたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） すみません、各連

絡会のかかわりは、いわゆる推進に当たっての専

門部会がございますので、その専門部会の総体的

な取りまとめが連絡会になりますので、それぞれ

の年度において、大体３回ぐらいは開催をしたい

なというふうには思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解いたしました。 

  法定義務のない当市が計画の策定に取り組まれ

ることは、地球環境対策に先進的な意思を表明す

る事例として内外から大いに注目されるものと、

期待とともに、評価をしてまいりたいと思います。 

  多くの市民に理解と賛同を得ながら、全市的な

取り組みとして継続的に推進されますことを心よ

り期待するものであります。本計画への取り組み

が全国的に波及するモデルケースとして本市の存

在感が高められる機会となりますことを重ねてご

期待を申し上げまして、この項を終わりたいと思

います。 

  それでは続きまして、自主防災組織について再

質問させていただきます。 

  災害に強いまちづくりの推進ということで、自

主防災組織の結成促進が図られている中で、昨年

５月に新しい要綱を制定しているということで、

先ほど答弁の中にございまして、その新要綱をク

リアされて、認定された組織の数ですか、以前か

ら自主防災組織に取り組まれていたところもある

と思いますが、その要綱をクリアされて組織化さ

れた数が先ほどの答弁で、黒磯地区が22カ所、西

那須野地区が16カ所ですか、計38カ所ということ

でございますが、地区ごとの実情と課題について

お聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 自主防災についての課

題ということでございますが、まず、自主防災組

織そのものは、自主防災をつくることが目的では
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ないということで、あくまでも、一朝有事の際に

自主的に自分たちが自助・共助の関係で活動でき

るということが一番の目的でございますので、ど

うしても組織化した後にどういった形で運営して

いったらいいかというようなことがなかなかわか

らないというようなことが課題ではないか。その

ために消防団と連携して、いろんな形で活動して

いるところもありますし、そういったノウハウが

わからないというふうなところがありますので、

そんなところが課題かなというような気はいたし

ております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 本当に、私どもの地域で

も自主防災組織が結成されておりますが、やはり、

運営の仕方によって非常に戸惑いを感じていると

いうものもお聞きしているところでございます。

ましてや、今回は自治会単位ということでなって

おるようでございまして、西那須地区みたく、１

自治体がかなり標準化されて、戸数もそろってい

る、世帯数もそろっているということになります

ので、28自治体で28の自主防災組織を結成するの

は可能かとは思いますが、私どもの地域の旧黒磯

地区になりますと、自治体でも146自治体がある

ということで、大小さまざまな形でなっておりま

す。そんな中でも、私どもの東原自治会では、９

つの自治会が一つになって自主防災組織が結成さ

れているケースもあろうと思いますが、こういっ

たもので、今当局としまして、全市的に目標設置

はどのぐらいの自主防災組織ができれば、今後全

市を網羅できるというものを考えているのか、お

聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 自主防災組織の組織化

については、まず、防災担当としては、地域住民

の連携のもとに自主的に結成されるというような

ことで、一番地域と密接になっているのが自治会

だというふうに思っておりますので、自治会を単

位として結成していただくというのが基本だとい

うふうに思っています。 

ただ、地域によってはいろいろな地域の実情が

あるというようなこともありますので、何が何で

も自治会単位でなくてはだめだというようなこと

ではございませんので、設立する際には、防災担

当のほうにご相談いただいて、私のほうでいろん

な地域の実情をお酌みして相談に乗るというよう

な形にしたいと思います。 

  ただ、そういう中で、目標はと言われますと、

全自治会でつくっていただくというのが最終目的

だというふうに考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） まさに、ただいまの答弁

のように、全市を網羅できるような単位で結成さ

れるというのが一番理想かと思っております。 

  その中で、先ほど、自治会の主体性、地域で主

体性を持って結成されるべきということでござい

ますが、そういった中でも、なかなかそういった

知識がない方の集団でございますので、ある程度

の行政サイドのアドバイス、コーディネーターが

必要ではないかと思いますが、どう考えるかお聞

かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 当然、組織化に当たっ

ては担当がおりますので、そういった担当と組織

化について相談していただくということになると

思います。 

  そのほか、できた後の話になりますが、先ほど

申し上げましたように、各消防団とか、消防署と

連携をしていただいて、地域の実情に合った形で、
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例えばその地域独自の防災のやり方というのもあ

ると思いますので、そんなことを研究していただ

ければというように思っております。 

  また、１点だけつけ加えさせていただくと、ま

ずは平成23年の予算を審議していただくことにな

るわけですけれども、23年につきましては、市単

独で防災訓練を実施したいというふうに考えてお

ります。その防災訓練の中には自主防災組織も加

入していただいて、避難訓練であるとか、そうい

った訓練に参加していただいて、そういう運営の

仕方等々についても、その中でやっていけるんで

はないかというふうに考えているところでござい

ます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） ただいま部長が申されま

したように、ことしは市単独の総合防災訓練を行

うということでございますが、これはいつごろ行

うのか聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 場所、日時等はまだ未

定ですけれども、当然、９月１日が防災の日とい

う形になりますので、その前後に行いたいという

ふうに考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解しました。９月１日

前後に行われるということでございまして、そん

な中で、今回、自主防災組織が結成されている

方々にも参加をいただいて、そうして初期動作の

訓練とか、避難訓練とかと、そういったものを一

緒に行って、一朝有事の際に備えていくんだとい

うことではないかと思っております。自分たちの

地域は自分たちで守るという、安心で安全な生活

ができるまちづくりの観点からも、自主防災組織

は全市に設置されてこそ有効性、実効性が高めら

れ、機能するものと思われます。全市的に組織さ

れますことをご期待申し上げまして、この質問を

終わりたいと思います。 

  続きまして、雨水排水の件について再質問させ

ていただきます。 

  先ほどの答弁で、浸水箇所は、黒磯管内は４カ

所、西那須野管内は７カ所、塩原管内が４カ所、

計15カ所ということでございますが、この15カ所

の箇所名をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） 具体的な15カ所の箇所

名ということですので、まずは黒磯管内ですけれ

ども、高速道路の東原地内、それと無栗屋地内、

それと黒磯大田原１号線の豊浦小学校付近、それ

と、１号支線の鍋掛地内、西那須野７カ所につき

ましては、高速道路の赤田と四区町、それと、そ

れに付随した赤田地区に１カ所、それと、先ほど

市長が答弁しました、今回測量する予定の西那須

野那須線と石林・東赤田線の交差点、それと、や

はり同じ西那須野那須線の大鷹の湯の入り口付近、

それと、これも先ほど市長が答弁しました、今回

整備する予定の西那須野商工会付近、それと、新

南公民館のちょっと北東にあります分譲地内とい

うことで、７カ所。塩原地内につきましては、す

べて高速道路のアンダーということで、アンダー

名でいきますと、８号と矢板66号、矢板62号、矢

板63号ということで、すべてアンダーの部分とい

うことで４カ所ということになります。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） ただいま、15カ所の箇所

名を、お話をお聞きいたしました。今回の２カ所、

この15カ所の中の２カ所かと思います。残りの13

カ所につきましての計画はあるのかどうかお聞か

せいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 
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  建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） 先ほど言いました高速

のアンダー付近につきましては、排水先がない箇

所ということで、浸透槽の設置等で、塩原地内の

２カ所については、来年度２カ所をやる予定でご

ざいます。 

  そのほかにつきましては、黒磯地内の高速の無

栗屋地内につきましては、現在、農道整備等々の

協議を行っておりますので、それらとの兼ね合い

で解消したい、そのほかにつきましては、排水先

の問題がありまして、今後、排水先の関係等々が

クリアすればそういうところに接続したいという

ことで考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 通行に支障を来したり、

地域の住民の方々が本当に安心で暮らせるような

まちづくりのためにも、そういった計画を進めて

いただきまして、お願いしたいと思っております。 

  今回の工事をされます蕪中川４号準幹線、今年

度着工ということで、蕪中川１号準幹線について

は測量実施ということで、来年度からの工期に入

っていこうかと思いますが、これは、全体的に年

度を考えますとどのぐらい工期がかかるものかお

聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） まず、蕪中川４号準幹

線ですけれども、全体延長は700ｍということで、

23年度に260ｍ実施ということで、一応３カ年と

いうことで考えております。 

  蕪中川１号準幹線につきましては、23年度測量

をしまして、一応延長的には900ｍございますの

で、これについても３カ年ぐらいで実施したいと

いうふうに考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解いたしました。 

  それでは、また所管がちょっと変わろうかと思

いますが、これは上下水道部になろうかと思いま

すが、同じ雨水排水事業としまして、西那須野地

区の百村川幹線排水事業、これが行われているか

と思いますし、以前、那珂川幹線排水事業をやっ

ておられました。それらについての進捗状況をち

ょっとお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） それではまず、西

那須野地区の雨水整備の状況ということで、百村

川幹線でございますけれども、現在、平成20年度

から22年度、今年度の３カ年で百村川第３幹線、

延長で約1.3㎞ございますけれども、それらは今

年度に終わるというようなことで、それらが終わ

りますと、おおむね建設部のほうで進めている準

幹線と相まって、駅周辺の雨水に対しての浸水対

策といいますか、そういったものができるという

ふうに考えております。 

  また、黒磯地区の那珂川雨水第２の４幹線とい

うことでございますけれども、これについては、

下水道計画の中で、黒磯唐杉線に布設するという

ようなことで計画がなされております。 

ただ、これらにつきましては、主要地方道西那

須野那須線まで、現在、那珂川雨水第２幹線が整

備されておりまして、当該路線に布設をされてお

ります雨水幹線、雨水排水管ですが、それらが接

続されているというようなことです。 

また、総合グラウンド東線との西那須野那須線

の交差点付近につきまして、地域排水に対応する

べく浸透調整池が整備されております。こういっ

たことで、上流部の雨水に対して現在相当対応で

きているというようなことから、下流部について
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も現在大きな浸水被害というのは生じていないと

いうふうに思っております。そのようなことでご

ざいますので、当面、那珂川雨水第２の４幹線に

ついての整備については見合わせていきたいとい

うふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） ただいま、上下水道部長

のほうから答弁がございましたように、百村川幹

線については大体完了であると。また、那珂川幹

線につきましてもるる整備をされているので今の

ところ計画はないということでございまして、そ

ういった形かと思われますが、そんな中で、那珂

川幹線の第４幹線ですか、それが最終的には国体

道路、今言われましたように、あそこは国体道路、

国体道路と言っているんですが、あの地域の黒磯

市文化会館の第２駐車場の下流ですか、あの方た

ちから、大雨のとき、ゲリラ豪雨のときなどには

非常に田んぼ等に浸水がされまして農作物に影響

を受けるんだというようなことで、昨年の市政懇

談会の席でそんな要望があったと思います。 

  いずれにしましても、そういった中で、財政状

況を考えますと、大型工事になりますので、早急

には無理かと思いますが、そういった地域住民の

声もありますので、長期的に、那珂川幹線が埼玉

街道まで工事完了をしておりますので、将来的に

はもうそういったゲリラ豪雨に対する対策のため

にも研究をされて、予算をつけるような時期が来

ましたら工事着工をお願いしたいと思っておりま

す。本当に財政上は厳しいかと思いますが、地域

住民の安心・安全のために、一層検討、努力をし

ていただきますことをご要望申し上げまして、こ

の項の質問を終わりたいと思います。 

  続きまして、就職支援の再質問を行いたいと思

います。 

  今日の景気低迷の中で、新卒者の就労が社会問

題となっております。新規学卒未就職者就労支援

事業について、１月の全員協議会にてご報告があ

りまして、翌日、新聞の１面を飾るほどやはりタ

イムリーで、話題を呼んだのであります。本市独

自の取り組みは大いに評価するところでございま

す。 

  そんな中で、１月17日から２月16日までに登録

期間を１カ月として受け付けを行ったとのご答弁

がございました。募集についての周知方法をお聞

かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 新規学卒未就職者の周

知の方法でございますが、これにつきましては、

全員協議会でもお話を申し上げましたように、昨

年11月９日に那須拓陽高校、那須清峰高校、黒磯

南高校、黒磯高等学校、ここに担当課長と担当者

が行きまして、昨年度の就職の状況、それから就

職希望者数、就職者数、そして今年度の就職の見

通しというふうなことを話してまいりました。そ

のほかに、本市のホームページのほうに募集につ

いて公募しております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解いたしました。 

  学校訪問等々、ホームページにおいて周知をさ

れたということでございます。 

  そんな中で、12名の登録があったかと思います。

今回、その中で採用される人数は何名ぐらいを予

定しているかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） この制度につきまして

は、まず登録していただくというのが前提になっ



－89－ 

ておりまして、先ほど市長のほうから申し上げま

したように、12名の方が登録していただいたとい

うことになります。４月１日から臨時職員として

働いていただくわけですけれども、臨時職員とし

て働く場合には、それぞれ担当課のほうで面接等

を行って、適材であるというような判断のもとに

採用していくということになりますので、何人採

用になるかということは、今のところ申し上げら

れませんが、12名の方がすべて採用になれればと

いうふうには考えているところでございます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） そうしますと、今回、登

録が12名であったために、12名の方が面接などを

受けて、適任であると認められた場合には採用と

いうことになろうかと思いますが、例えばですよ、

これが20名、30名登録されてしまったということ

になりますと、30名の方をやはり採用するという

考え、そういった認識でよろしいですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 30名になった場合はど

うするかということでございますが、若干データ

が古いんですけれども、21年度、本市の臨時職員

の状況で申し上げますと、事務補助等につきまし

ては80名ありました。それから、資格を有する者

という形で、これは保育士とか、そういった方も

おりますので、370名。そのほかに、技能職とい

う形で、110名の臨時職員を雇っているというよ

うなことでございますので、なるべく希望に添え

るような形でできればというふうには考えている

ところでございます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） わかりました。 

  そういう人のために今回このような事業をされ

るのではなかろうかと思っております。 

  そんな中で、勤務体制はどのようになってくる

のか、朝何時から何時までとか、また当然、就活

活動もその方はしていかなければならないと思い

ますので、休憩時間をあげるだとか、いろいろな

ものがあろうかと思いますが、その体制について

お聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） まず、ホームページの

ほうに載せている勤務内容、条件等というような

形で申し上げますと、事務補助として、総務課、

環境対策課、社会福祉課、高齢福祉課、農務畜産

課、保健課、那須野が原博物館等々の勤務になる

というようなところで申し上げております。また、

保育士、保健師等につきましては、それぞれの保

育園、それから各保健センターという形になりま

す。 

  勤務時間につきましては、原則月曜日から金曜

日８時半から午後５時15分ということで、１日７

時間45分という形になります。 

  雇用の期間につきましては、平成23年４月１日

から９月30日、６カ月間ということになりますが、

１回限り更新可能という形になります。 

  そのほか、各種の保険等に加入するということ

のほか、先ほど市長から申し上げましたように、

就活支援という形で、４回ほど各種研修の実施と

いうことで、文書研修、接遇研修、ワード、エク

セルの入門コーナーというようなところを実施す

るというような予定でおります。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解いたしました。 

  県内大学の内定率が60.9％、これは１月末でご

ざいますが、最低となっているところでございま

す。未来を担う若者がニートやフリーター化しな

いよう、一助となる取り組みが必要です。経済支
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援、就業支援に積極的に取り組んでいることは本

当に評価を申し上げ、ごく一部かもしれませんが、

このような取り組みが広く市民に周知することが、

苦しい経済環境ではありますが、市民にとりまし

ても大きな勇気となりますので、これからも引き

続き市政に取り組んでいただきますよう要望しま

して、この質問を終わりたいと思います。 

  最後の質問になろうかと思います。 

  ３、平成23年度市政運営方針の予算編成につい

て。 

  厳しい経済状況の中、市民が安心できるまちづ

くり、市民が活力を維持し、さらに拡大できるま

ちづくりを進めるため、事務事業推進のキーワー

ドを「安心・活力」とした平成23年度の予算編成

について、以下の点を伺う。 

  ①予算編成の基本的な考えをお伺いいたします。 

  ②中長期財政計画策定の進捗状況と提示時期に

ついてお伺いいたします。 

  ③西那須野清掃センター解体事業についてお伺

いいたします。 

  ④市庁舎の整備について、事業着手を総合計画

後期基本計画の最終年度となる平成28年度を想定

したとされているが、新庁舎整備のための基金積

み立ての年度別計画をお伺いいたします。また、

新庁舎建設に向けた事業計画の詳細並びに財源に

ついてのお考えをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ３点目の平成23年度市政運

営方針の予算編成についてお答えをいたします。 

  ①の予算編成の基本的な考え方についてお答え

をいたします。 

  予算編成方針といたしましては、安心・活力事

業として、広く市内事業者の受注機会の拡大を図

るために、比較的小規模な工事や営繕など、本市

単独の経済活性化対策事業の選定に配慮いたしま

した。 

  また、私のマニフェスト、公約に掲げた事項で

未実施のものについて、予算に反映したものであ

ります。 

  そのほか、実施計画に計上された事業の確実な

実施、事業の優先順位等の精査による効率的な実

施、緊急対応が必要な修繕経費としてのセーフテ

ィネットの予算づけ、継続事業の精査や事務事業

評価による検証、見直しによるスクラップ・アン

ド・ビルドの実施、市単独補助金の見直し結果を

踏まえた予算計上など、事務事業推進に当たって

の基本的な考え方を継続的に実施しつつ、経済動

向や社会情勢の変化に対応し、市民の安心・活力

に結びつけることのできる予算編成を行ったもの

であります。 

  次に、②の中長期的な財政計画策定の進捗状況

と提示時期についてお答えをいたします。 

  中長期財政計画につきましては、現在、平成23

年度当初予算案をベースに策定中であります。 

  現状から見る財政収支の今後10年間のフレーム

という形でほぼでき上がりつつありますので、本

年度中にはお示しをしていきたいと考えておりま

す。 

  次に、③の旧西那須野清掃センター解体事業に

ついてお答えをいたします。 

  那須塩原クリーンセンターの稼働に伴い、３カ

所のセンターを解体することになりますが、旧西

那須野清掃センターは、底地が借地であること、

解体基金を有していることから、優先的に解体に

着手をするものです。 

  平成23年度は、解体工事に係る調査と設計を予

定しておりまして、事業費は合わせて1,648万

5,000円を見込んでおります。 

  調査は、焼却施設であったことから、ダイオキ
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シン類等の残留が考えられ、残留の度合いに応じ

た作業方法や作業員の安全対策を検討し、設計に

反映するため、実施するものです。 

  解体工事自体は平成24年度から着手をし、財源

は、解体基金と一般財源で対応する予定です。な

お、跡地利用につきましては、今後の検討課題と

考えております。 

  最後に、④の新庁舎整備のための基金積み立て

の年度別計画についてお答えをいたします。 

  新庁舎整備のための基金積み立てにつきまして

は、市政運営方針で申し上げたとおり、総合計画

後期基本計画の最終年度となる平成28年度を想定

したものであります。 

  これは、財政的な負担が大きなものとなること

から、将来的な健全財政の維持のためにも、でき

る限り早い時期からの財政的な手当てが必要であ

るというふうに考えているところであります。 

  平成23年度当初予算の２億円積み立てにより、

新庁舎基金の積立額は10億円となりますが、今後、

毎年２億から３億円程度の積み立てを行っていき

たいと考えております。 

  次に、新庁舎建設に向けた事業計画の詳細と財

源についてでありますが、先ほどの敬清会、相馬

義一議員の代表質問にお答えしたとおり、総合計

画後期計画に新庁舎建設を盛り込み、議会、市民

と相談をしながら、事業概要、スケジュール、規

模、財源などを検討してまいりたいと考えており

ます。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） それでは、順次再質問を

してまいりたいと思います。 

  先ほどの答弁の中に、市長のマニフェストに掲

げた事項で未実施のものについて今回は予算に反

映したということでありますが、その中身をお伺

いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 市長のマニフェストに

つきましては、担当は企画部でございますが、予

算措置という形の中で、私のほうからお答えさせ

ていただきたいと思います。 

  まず、23年の当初予算を編成するに当たって、

市長のほうから方針が出されたわけですけれども、

その１つとして、市長のマニフェストの中でまだ

未実施のものについては計画を上げるようにとい

う指示がありました。そのもとにやった結果とし

て、市長のマニフェストは61項目ありますが、未

実施のものが６項目でございました。そのうちの

３項目、黒磯駅前広場整備基本計画策定というこ

とで、これについては債務負担行為を入れますが、

23年度は500万、全体で2,000万という形でござい

ます。それから、ファミリーサポートセンターの

開設ということで、338万5,000円ということでご

ざいます。それから、障害者福祉計画第２期策定

191万2,000円ということで、３項目マニフェスト

を実施するということで、残りがあと３項目とい

う形になりまして、残りにつきましては、産業観

光部の関係になりますけれども、優遇制度を設け

た本市への企業進出の促進という形と、それから、

いやしの心を持った活気ある観光を振興するとい

う中の観光振興計画。それから、企画部になりま

すけれども、市民活動支援企業の創設という形に

なります。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） わかりました。61項目の

中で、今回は６項目だと。そして、３項目残って

いる中にも今後順次行っていきたいという理解で

よろしいかとは思いますが、そんな中で、この残

っている３項目の中で、予算措置で大きな金額を
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伴うものがあるのかどうかお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） マニフェストの中で、

計画策定という形になりますので、計画をつくっ

た後、それを実施する際にどの程度の予算措置が

必要なのかという形になりますので、その後精査

するという形になるかと思います。また優遇制度

についても、内容が決まり次第、それがどのぐら

いのものになるのか、その辺については、今後精

査させていただきたいというふうに思っておりま

す。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解しました。 

  市長もちょうど任期の中で、４年をスパンで考

えますと２年が経過されたわけでございまして、

ちょうど折り返し点になってまいりました。先ほ

ど、マニフェスト関係がもうかなりの進捗率を上

げているのじゃなかろうかと思います。そういっ

た中で、あと残すところを３つとなりますと、も

う達成率は90％以上かと思います。今後とも、  

努力して頑張っていただきたいと思っております。 

  昨年の９月定例会で代表質問の折、合併特例債

を含めた償還公債費のピークが平成23、24年度と

いう答弁をいただきました。新年度予算の歳入の

中で、市税については、特に景気の一部持ち直し

を受けまして法人市民税が約６億の増となるなど、

約10億程度の増額が見込まれております。一方で、

これらを受けまして、減額が見込まれそうな地方

交付税についても２億5,000万の増額計上となっ

ておりますことから、平成23年度の基準財政需要

額と基準財政収入額について、合併特例債償還の

交付税措置を含め、お伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 基準財政需要額と収入

額の関係でございますが、平成22年の基準財政収

入額につきましては145億5,000万ということでご

ざいまして、23年度は151億1,000万という形で、

５億6,000万ほどふえております。一方、基準財

政需要額191億9,000万に対しまして200億5,000万

という形で、８億6,000万ほどふえております。

当然、基準財政収入額がふえた理由は、議員が今

おっしゃいましたように、市税がふえたというこ

とでありますが、需要額がふえた理由としては、

国の地方財政計画の中で、地方交付税そのものが

5,000万ほどプラスになるというようなこともあ

りますし、今話がありましたように、合併特例債

の償還時期が23、24と来るというようなことで、

需要額のほうが税収よりも多く、財政需要額のほ

うが多いというようなことから今回プラスになっ

ているというようなところでございます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解いたしました。 

  中長期財政計画については、先ほどの答弁で、

もう間もなく年度内に示されるとお伺いをしてお

ります。年度内に示されるということは、もう本

当に評価を申し上げるところでありますが、今後

の本市の財政規模については、地方交付税の合併

算定替終了の平成27年度以降から、さらに完全終

了の平成32年度以降に至るまで、単純に10億程度

財政規模は縮小されていくと思います。また、扶

助費が毎年かなりの勢いで増大する傾向を受け、

投資的経費規模は今後どのようになっていくか、

また、それらの検証に伴う現段階での財政運営上

の課題、方針についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） まず、投資的経費の推

移という形でございますが、今回、予算編成の資
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料にも出しておりますけれども、投資的経費とし

ては、平成19年から23年度までの指標がございま

して、その中では、普通建設事業費、平成19年度

が69億、20年度が67億、21年度が48億1,200万、

22年度が35億、23年は若干ふえまして36億という

形で、19年度から比べますと減っていくというよ

うなことでございます。それに比べまして、先ほ

どから話がありますように、扶助費等々につきま

しては、23年、22年を比較しますと、約13億ふえ

て20.2％ほど伸びているというようなことでござ

います。 

  特に、建設事業等々の補助事業、これがかなり

減ってきているというようなこともありますし、

国のほうの考え方として一括交付金からという形

の中では、やはり補助事業等々について絞られて

きているということは間違いない事実でございま

すので、そういったことも含めまして、中期財政

計画の中では、どのぐらいの規模でどのぐらいや

っていくかというようなことをフレームとしてお

示ししたいというふうに考えているところでござ

います。ただ、財政が健全になればただそれでい

いのかというようなこともございます。行政です

ので、ある程度は起債をしながら、市民生活の利

便のためには財政運営をしていかなければならな

い、全く財政が健全化で市民が何にもできないと

いうようなことにはならないような、そんな財政

計画をつくっていきたいというふうに考えている

ところでございます。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 １時５９分 

 

再開 午後 ２時１０分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） ただいまの答弁、ありが

とうございました。理解をいたしたところでござ

います。 

  景気、経済の動向で乱高下する税収はもとより、

合併特例債の終了、扶助費の増大等、厳しい財政

運営が当面続くものと思われます。前回も申し上

げましたが、中長期の財政計画の公表を期に、行

政、市民、議会もともに話題を共有しながら、市

民との真の協働が図られ本市が今後も着実に発展

していきますことを願い、この質問を終わりたい

と思います。 

  次に、清掃センターについての再質を行いたい

と思います。 

  西那須野清掃センター解体事業につきましては、

調査・設計に予算計上されました。24年度には解

体工事を行うとのことですが、今日に至るまで随

分時間がかかったのではないかと思いますが、そ

の理由をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 旧西那須野清掃セ

ンターの解体までの経過でありますが、旧西那須

野清掃センターにつきましては、これまで何回か

解体の件でご質問がありました。そこで、解体に

当たっての財源の関係ということで、これまで、

いわゆる循環型社会形成推進交付金、この制度と

解体とセットにしまして補助が得られないかとい

うふうな観点から、検討をしてまいりました。い

わゆる財政支援のある後継施設がどういうものが

あるかというふうな部分について検討してきたと

ころであります。でありますが、本来この施設に

当たっては、やはり現実的に必要性、あるいはラ
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ンニングコストなどからの有効性ですか、こうい

ったものを十分考えなければならないということ

で検討をしてまいりましたが、結果的には結論に

は至らなかったという状況であります。というこ

とで、先ほどの市長答弁のとおり、多額な借地料

の問題、あるいは解体基金を有しているというこ

とから、優先的に実施をさせていただくというふ

うに考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 交付金を研究されていた

というようなことでございますが、先ほど答弁の

中でも、何度か質問されたということも言われて

おりましたが、私どもの会派の関谷議員が平成20

年度、21年度、22年度と、３回質問をしておりま

す。これは、クリーンセンターの運営、新しいク

リーンセンターが運営されて、古い焼却炉が必要

じゃなくなったというようなこともありまして、

その中で、今、答弁の中でありましたように、地

代が発生してしまうというようなこともあって、

これを検討していただいていたのではなかろうか

と思います。 

その中で、議事録を随分勉強させていただきま

したら、当時の松下部長、今、現副市長でござい

ますが、るる答弁をしているのがもう随分ござい

ました。検討してまいります、検討してまいりま

すということで、もう本当にこれはありまして、

本当に努力をされていたことは認めるところでご

ざいますが、いずれにしましても、もう新しいク

リーンセンターが操業されまして２年目に入ろう

としているときでございますので、そういったも

のを今回質問するわけでございます。 

  結局、補助等のメニューを模索していたと思う

んですが、今回の予算措置としましては、基金の

活用と一般財源で対応ということでございますが、

補助的なものを受けられなかった要因をお聞かせ

いただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） ただいまの補助を

受けられなかったというご質問なんですが、補助

を受けながらつくる施設、いわゆる後継施設と申

しますか、そういったものの検討の中で、現実的

に必要性、あるいは先ほど申し上げましたように、

ランニングコスト等を比較、考慮して、結果、現

実には補助の申請はしておりませんが、そういっ

たところで、なかなか検討の中ではそこまで結論

に至らなかったというものであります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） ３年間も頑張った割には

結果的にはそのようになってしまったのかという

ことで、非常に残念ではありますが、用地は借地

でありますので、地代が毎年発生してまいってい

るのではなかろうかと思います。以前の答弁では、

570万ぐらい地代をお支払いしているというよう

なことでございますので、その中で、地権者との

協議が進められると思いますが、どのような協議

になっているかお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 地権者との協議の

件でありますが、地権者は３人ございまして、面

積にして6,455.73㎡をお借りしているところであ

ります。契約では、解体をして原形に復して返還

をするというようなことになっておりまして、そ

ういった意味でも早く解体をしたいという背景が

あるわけですけれども、地権者とは、代替地を今

回の予算にも計上させていただいておりますが、

調査、農地の水田なんですけれども、そちらのほ
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うの圃場を同時に進めていくというようなことで、

できるだけ早く返せるような条件ということで考

えていますが、代替地ということでの話で進めて

おります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） そうしますと、ただいま

の答弁でございますと、更地にしてお返しをする

のではなくて、別な土地を、代替地と申しましょ

うか、そういったもので交渉しているという認識

でよろしいのですか。 

○議長（君島一郎君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 代替地の件ですが、

実は、現在の清掃センターの北側に、やはりこれ

は市の所有地なんですが、そちらのほうが現在雑

種地という形であるわけなんですが、そちらのほ

うに水田というか、それを、そちらのほうに整備

をしたいということで、解体をして更地にして、

それからまたということになりますと、ますます

期間が延びますので、そういった形で進めたいと

いうふうに考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） そうしますと、更地にし

た後に、その雑種地を地主に、していただいて、

その更地になったところは市有地として残すとい

う解釈でよろしいんですか。お聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） ええ。現在建って

いるところに３人の方の地権者の土地があります

から、それを壊してその場所にということになり

ますと期間が延びるということになりますので、

ただいま申し上げましたように、別な北側の土地

がありますので、そちらのほうにということでご

ざいます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） ちょっとその意味が余り

にも理解できないところがあるんですが、そうし

ますと、最終的には別な土地を市が購入して、そ

の今の……ではないですか。 

〔「市有地」「持っている市有地を」と言

う人あり〕 

○１４番（中村芳隆君） 持っている市有地を代替

地として、交換分をという形ですね。了解しまし

た。 

  いずれにいたしましても、結論を出すまでに時

間がかなりかかり過ぎたことは否めないことだと、

私も思っておりますが、借地返還が決まっていな

い中での解体が先行されるわけでありまして、地

代が発生しているわけですから、地権者との協議

が先かとは思っております。そんな中で、順番が

違うのではないかという懸念も持っているところ

でございますが、一刻も早く誠意を持って地権者

との協議を調えていただきますよう要望いたしま

して、この質問を終わりたいと思っております。 

  次に、新庁舎整備についての再質問を行いたい

と思います。 

  新庁舎整備基金は、今年度、23年度の予算で２

億円を積み立てまして、総額10億となります。今

後、２億から３億積み立てていくということでご

ざいますが、平成28年度までに最終総額は幾らぐ

らい予定しているのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 新庁舎基金の関係でご

ざいますので、お答えをしたいと思います。 

  まず、結論から申し上げますと、平成28年まで

に基金として最低でも25億から30億は積み立てて

いきたいというふうに考えています。その理由と

しては、まず、整備に当たって財政的な計画でい
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えば、基金と、それから起債と、それから一般財

源という形で考えておりますが、その中で、特に

起債の関係ですが、合併特例債を使っても、一般

債を使っても、70％、90％ということではなくて、

毎年総務省のほうから基準単価、そして基準面積

というものが出されます。これは職員数であると

か、人口によってその起債額が決まってくるわけ

ですけれども、本市の場合、これを当てはめてい

きますと、最大で起債できる金額というのは、20

億になります。20億に対して、先ほど申し上げま

したように、基金は25億から30億と申し上げまし

たが、議会の場ですので、仮にという話はないと

は思いますが、一般的に庁舎をつくるという場合

には、70億から80億はかかるんではないかという

ふうに思っております。 

70億ということになりますと、起債できるのが

20億ということになりますと、残りが70マイナス

20になりますので50億。そうすると、最低でも25

億は必要だと。また、仮に80億という形になりま

すと、80億マイナス20ですので、60億。60億の半

分、30億が基金。25億から30億は一般財源という

形になります。 

じゃ、一般財源20億から30億というのはどうす

るんだという形になりますが、これからの話にな

りますが、一般財源としては、合併振興基金を視

野に入れながら財政計画をつくっていきたいとい

うふうに考えております。 

ただ、これは今、財政が単に財政計画で持って

いるだけですので、先ほど来話がありますように、

23年度中に規模でありますとか、そういったもの

が決まってまいりますので、その際には変更しな

がら、適宜対応していきたいというように考えて

おります。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 詳しい答弁をありがとう

ございました。 

  この庁舎に関しましては、先ほども相馬議員が

質問されておりました。今後のお話になりますと、

後期基本計画の中で検討してまいりますというこ

とばかりでございますので、その中で質問してま

いりたいと思っておりますが、本市にとりまして

も、最大の事業になろうと思います。後期計画の

中で検討するということでございますが、市民と

の合意形成をどうとっていくかという、この件に

つきましても相馬議員が言っておられましたが、

また、まちづくりの大きな要因ともなる観点から、

どう考えていくのかを再度お聞きいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（石川 健君） 新庁舎建設で市民との

合意形成というようなお話ですけれども、現在、

先ほど市長が答弁したとおり、現在、企画と総務

ですけれども、庁舎の位置、それから建設の規模、

それから建設スケジュール等を、事務レベルでの

調査・研究をしているところでございます。22と

23年度にかけてこういった資料を庁内でたたき台

の資料としてつくり上げていきたいというふうに

思っております。その後、各代表の市民の皆様か

らいろいろなご意見をもらい相談しながら、また、

議会の皆様とも相談しながら進めていきたいとい

うふうに思っています。 

  市民との合意形成というようなことでございま

すけれども、この中で、私のほうでは、説明責任

といいますか、必要性といいますか、そういった

ことを説明していきたいというふうに考えており

ます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 私も、会派の視察を通じ

まして、また、総務常任委員会の視察等におきま
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して、新庁舎建設に関しまして、先進地を何カ所

か視察してまいりました。その中で、やはり検討

委員会、調査をされたり、そしてまた市民の説明

会を開いたり、またその後には建設委員会を設置

され、どのような建物にするのかとか、いろんな

研究をされておりました。大体着工までに四、五

年ぐらいはかかっているんだということをよく言

われておりました。先ほどの答弁でも、28年度を

目途としていくわけでありますので、逆算をして

いきますと、余り年月がないという実情じゃない

かと思いますが、事業規模を24年度中に策定して

いくんだというようなことでございますが、そう

いった事業規模並びにいろいろなスケジュールで

すが、いつごろ実際お示しになるのか、ちょっと

確認させてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（石川 健君） 先ほども申し上げまし

たとおり、現在、事務レベルでそういったスケジ

ュールとか建設規模とか建設の場所とかというも

のを、22、23年をかけてその基礎資料なるものを

つくり上げていきたいというふうに考えておりま

す。その後、何回も繰り返しますけれども、市民、

それから議会の皆さんにその案を示しながら、検

討していただきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 言われていることはわか

りますが、それでは間に合わないんじゃないかと

いう懸念をして、再度質問をさせていただいたわ

けでございます。新庁舎建設につきましては、本

市の象徴として、また事業規模も最大の事業であ

るとともに、まちづくりの上でも将来に向け非常

に大きなビジョンを打ち出しながら、明確なもの

を市民にお示しをいただき、市民の総意をもって

事業に取り組みますことをぜひともお願いを申し

上げまして、私の質問を終わりたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 以上で、那須塩原21の会派

代表質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 吉 成 伸 一 君 

○議長（君島一郎君） 次に、公明クラブ、27番、

吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 公明クラブ、吉成伸一で

す。会派代表質問を行います。 

  １、平成23年度市政運営方針について。 

  国会で審議中の国の新年度予算は、菅政権が手

がけた初めての予算であり、民主党政権になって

最初から編成した予算案でもあります。その意味

で、政権一年目の集大成であり、国民から見れば、

政権評価の総括表になります。 

  歳出総額は、過去最高の92兆4,000億円に膨れ

上がり、税収は約41兆にとどまり、新規国債発行

額は約44兆に達し、２年連続で税収を上回る異常

事態です。 

  長引く不況で厳しい歳入環境となる見込みの中、

那須塩原市の新年度予算が示されました。以下の

点についてお伺いいたします。 

  1)市政の基本方針から。 

  ①地産地消の拡大、那須塩原ブランドの創出、

景気浮揚策の那須塩原市版地域経済活性化事業の

具体的内容、また、総合計画前期基本計画の達成

状況を踏まえた後期基本計画に優先すべき課題を

伺います。 

  2)予算編成の基本的な考え方について。 

  ①ファミリーサポートセンター開設に向けた取

り組み、また、新庁舎整備基金の積み増しの理由

について伺います。 
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  3)平成23年度の主な事業について。 

  ①環境基金活用事業の今後の展開とごみ減量

化・資源化の推進とごみ減量推進委員の育成につ

いて伺います。 

  ②ゆ～バス運行と今後の公共交通システムのあ

り方について伺います。デマンドタクシー等の検

討はなされているのか。 

  ③高齢者福祉における施設整備により、待機者

の解消と今後の整備計画を伺います。 

  ④雇用・就労環境の充実を図るため、緊急雇用

対策事業、新規学卒未就職者就労支援事業につい

て伺います。 

  ⑤不登校、いじめの早期発見や予防対策として

のよりよい学校生活と友達づくりのアンケート実

施について伺います。 

  ⑥協働のまちづくり指針の策定、車座談議の評

価と自治会の役割について伺います。 

  非常に長い質問をしてしまいましたので、ゆっ

くり答弁をいただければと思います。よろしくお

願いします。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 27番、公明クラブ、吉成伸

一議員の会派代表質問にお答えをいたします。 

  １の平成23年度市政運営方針についての、1)の

市政の基本方針からの①からお答えをいたします。 

  まず、農観商工連携による地産地消の拡大、那

須塩原ブランド創出の具体的な内容についてお答

えをいたします。 

  地産地消の拡大につきましては、これまでも平

成19年に策定した地産地消推進計画を基本として、

学校給食への地産地消推進、地元産牛乳やそばな

ど特産品の消費拡大に取り組んでおります。 

  さらに、農観商工連携事業では、地産地消推進

ワークショップを設置して、観光施設、外食産業

等における地元農畜産物の利用促進に向けて、調

査・研究を進めています。昨年夏には、旅館、ホ

テル、レストラン、社員食堂、病院、福祉施設な

どを対象に、地元農畜産物の利用状況調査及び利

用意向調査を実施いたしました。今後は、こうし

た調査結果を踏まえながら、生産者と消費者の交

流などで地元農畜産物をアピールし、市内大口需

要者等に対して利用促進を図ってまいりたいと考

えております。 

  次に、那須塩原ブランドの創出についてであり

ますが、昨年11月の産業振興大会において、那須

塩原ブランド認定の９品目と認定マークをお披露

目したところであります。 

  現在、那須塩原ブランドＰＲ事業に取り組んで

いるところで、パンフレットや専用ホームページ

の作成、認定商品に張る認定マークシールを配付

したほか、認定商品のさらなる磨き上げのための

市場調査やテスト販売を進めております。 

  今後は、地域の特色ある産品の掘り起こしを行

う一方で、那須塩原ブランドを毎年度募集、認定

して、本市が誇るブランド商品を積極的にアピー

ルしながら、販売促進に結びつけ産業の活性化を

図ってまいりたいと考えております。 

  次に、那須塩原市版地域経済活性化事業につき

ましては、敬清会会派代表質問で相馬義一議員に、

また、那須塩原21会派代表質問で中村芳隆議員に

お答えいたしましたが、長引く経済不況の中で、

広く市内中小事業者の受注機会の拡大を図るため、

道路の舗装修繕や学校開放事業で利用している夜

間照明の修理、観光施設の案内板設置などの比較

的小規模な工事や営繕などの事業256事業を計上

したところであります。 

  次に、前期基本計画の達成状況を踏まえた後期

基本計画に優先すべき課題についてお答えをいた
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します。 

  後期基本計画で取り組むべき施策や事業につき

ましては、市民アンケートの結果や前期基本計画

の達成状況を踏まえて、総合的な観点から優先す

べき課題の調整を行っているところでありますの

で、これらがまとまり次第お示しをしたいと考え

ております。 

  続きまして、2)の予算編成の基本的な考え方の

①でありますが、ファミリーサポートセンターに

つきましては、敬清会相馬義一議員のご質問にお

答えしたとおりでありますが、開設に向けた取り

組みとして、昨年９月から、公募のボランティア

委員で構成する検討会議におきまして、サポート

の内容や開設時間、運営方法など協議を重ねてき

たところであります。 

  一方、子育てサポーター養成講座を開催し、会

員の登録促進に向けての環境づくりを行ってきま

した。 

  次に、新庁舎整備基金の積み増しの理由につい

てでありますが、新庁舎整備につきましては、整

備時期を平成28年度と考えているところであり、

財政的な負担が大きいことからできる限り早い時

期からの財政的対応が必要であると考え、平成23

年度当初予算で２億の積み立てを計上したもので

あります。 

  続きまして、3)の平成23年度の主な事業につい

ての①の環境基金活用事業の今後の展開とごみ減

量化・資源化の推進とごみ減量推進委員の育成に

ついてお答えをいたします。 

  初めに、環境基金活用事業の今後の展開につい

てでありますが、環境基金は、ごみの減量化・資

源化の促進及びごみ処理施設の整備並びに良好な

生活環境の確保に資するため設置されたものであ

ります。 

  現在、可燃ごみの減量化と資源化を図るため、

剪定枝と落ち葉の回収・堆肥化事業や廃食用油回

収事業などを実施しておりますが、今後において

も、ごみの減量化や資源化事業などを優先として、

積極的に実施をしていきたいと考えております。 

  次に、ごみ減量化・資源化の推進についてであ

りますが、さらなるごみ減量化・資源化に向け、

これまで以上広報やホームページを活用し、ごみ

問題に関する市民の意識高揚を図り、ごみの発生

抑制と減量・資源化を進めます。また平成21年度

のごみの量は、平成20年度と比較いたしますと、

家庭系のごみは22.4％減っているものの、事業系

のごみは３％の減にしかならなかったことから、

事業者の協力を得て、一層のごみ減量化・資源化

に取り組んでいきたいと考えております。 

  次に、ごみ減量推進委員の育成については、年

度当初にごみ減量推進委員の役割や職務などの説

明会や研修会を開催するほか、ごみに関するアン

ケート調査を通して情報や問題等を共有し、ごみ

減量推進委員がそれぞれの地域において問題解決

に向けて主体的に取り組めるよう働きかけを行っ

ております。 

  さらに、平成23年度からは、ごみに関する講演

会を開催する予定でありますので、これらを通し

てごみ減量推進委員の育成に努めていきたいと考

えております。 

  次に、②のゆ～バス運行と今後の公共交通シス

テムのあり方についてお答えをいたします。 

  ゆ～バスの運行につきましては、利用者などの

ニーズにより、平成19年10月の運行開始からこれ

まで３回ダイヤ等の見直しを行い、利便性や効率

性の向上を図ってきております。 

  また、市の運行実施計画に基づく運行事業者と

の協定が平成24年度で満了となることから、ゆ～

バスの利用実績や市民のニーズ等を踏まえ、本年

度から路線等の見直しに着手をしたところです。 
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  今後の公共交通システムのあり方につきまして

は、高齢化社会がさらに進んでいく中で、いかに

高齢者の足の確保をしていくか、公共交通網の拡

充を含めた持続可能な公共交通システムの確立が

重要であると考えております。 

  したがいまして、本年度から公共交通庁内研究

会を設置し、本市の実情に合った持続可能な公共

交通システムの構築に向けた研究を、ゆ～バスの

見直しとあわせて開始をしたところであります。 

  さらに、平成23年度からは、住民や利用者の代

表、関係機関、団体で構成する那須塩原市地域公

共交通会議においても検討を重ねていきたいと思

っております。 

  次に、③の高齢者福祉における施設整備により

待機者の解消と今後の整備計画についてでありま

すが、現在、市内には６カ所の特別養護老人ホー

ムがあり、これらの施設に入所を希望し待機して

いる那須塩原市民の方は、１月末日現在で320人

となっております。 

  市では、入所待機者解消に向けて、高齢者福祉

計画に基づき、サービス基盤の整備を進めており

ます。 

  平成23年度には、小規模特別養護老人ホーム３

カ所を整備し待機者減少を図るほか、認知症高齢

者グループホーム併設の小規模多機能型居宅介護

事業所４カ所、認知症対応型通所介護事業所４カ

所の整備で待機者への対応を図る考えであります。 

  なお、今後の整備計画につきましては、平成23

年度に策定する第５期高齢者福祉計画の中で検討

してまいりたいと考えております。 

  次に、④の緊急雇用対策事業、新規学卒未就職

者就労支援事業についてお答えをいたします。 

  緊急雇用対策事業につきましては、平成20年度

から一時的な雇用、就労の機会の創出を図る緊急

雇用創出事業と、安定的な雇用、就労機会の創出

を図るふるさと雇用再生特別事業に取り組んでお

ります。 

  平成23年度においては、緊急雇用創出事業とし

て、新たに公募型プロポーザルによる事業や、若

年者の雇用を図るため、商工団体等や市内企業へ

の委託による若年者人材育成事業を予定しており

ます。 

  次に、新規学卒未就職者就労支援事業について

でありますが、事業の概要につきましては、先ほ

ど、那須塩原21中村芳隆議員の代表質問にお答え

したとおり、本市独自の新卒未就職者に対する就

労支援策であります。 

  臨時職員として雇用することで就職浪人となる

ことを防ぐとともに、市の業務に従事することで

社会人としての基礎的な能力を習得することを目

的としておりますので、できるだけ多くの者を採

用したいと考えております。 

  次に、⑤の不登校、いじめの早期発見や予防対

策としてのよりよい学校生活と友達づくりのアン

ケート実施についてお答えをいたします。 

  このアンケートは、児童生徒一人一人の学級に

おける居心地のよさや満足感、学級全体の状況を

把握することができます。この結果から、個々の

児童生徒や学級全体への指導方針を検討し、具体

策を講じることにより、不登校やいじめのない学

級集団づくりを進めていくものであります。 

  市教育委員会では、このアンケートの活用・浸

透を図るために、段階的に導入を進めてきており、

平成21年度は小学校４年生、中学校１年生を対象

に、平成22年度においては、小学校４、５年生、

中学校１、２年生を対象に実施してまいりました。

平成23年度では、不登校の出現が顕著になる小学

校４年生から中学校３年生を対象に、市内すべて

の小中学校で年間２回実施する予定としておりま

す。 



－101－ 

  次に、⑥の協働のまちづくり指針の策定、車座

談議の評価と自治会の役割についてお答えをいた

します。 

  まず、協働のまちづくり指針につきましては、

総合計画のまちづくりの基本理念の一つである市

民との協働によるまちづくりをよりわかりやすく

説明するものであります。 

  市民と行政が協働のまちづくりの理念や目標を

共有し、取り組むべき内容を定めた指針となるた

めに、自治会を初めさまざまな団体からの選出や、

一般公募による選考と市職員の合計25名で、昨年

９月24日に第１回の協働のまちづくり指針策定会

議を開催し、策定をスタートいたしました。 

  これまでに５回の策定会議を開催し、協働の目

的、進め方などについて協議をしながら、現在、

指針の骨子について検討を進めているところであ

ります。骨子案がまとまりました時点でお知らせ

をしたいと考えております。 

  今後も引き続き策定会議を開催し、６月ごろを

目標に指針案を策定する考えであります。 

  次に、車座談議の評価と自治会の役割について

のご質問にお答えをいたします。 

  車座談議につきましては、平成18年度に事業が

スタートをして、市内15カ所に組織化がなされ、

地域課題の掘り起こし、課題解決のための事業に

取り組み、５年が経過をするところであります。 

  合併後における市民の一体感の醸成や地域づく

りを市民が主体となって進めるための仕組みづく

り等に成果を感じておるところであります。 

  自治会は、車座談議を初め、市の施策の推進や

市民への行政情報の周知など、大変大きな協力を

いただいておるところであります。市民と行政に

よる協働のまちづくりを推進するためには、欠か

すことのできない組織であると考えているところ

であります。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、再質問させて

いただきます。 

  まず初めに、1)市政の基本方針から、①につい

てでありますが、この中で、既に相馬議員並びに

中村議員に答弁をされている部分は抜かしていた

だいて、質問をさせていただきたいと思います。 

  初めに、昨年、那須塩原市ブランドマーク並び

に認定商品ということで、９品目が選ばれました。

市長の先ほどの答弁の中でも、今後それらの宣伝

活動ということでは、現在ホームページの作成も

行っているんだということであります。まだ確か

に時期としては余りたっていないわけですけれど

も、これだけのイベントをやったわけですから、

市民のほうの反応、そういったものは届いている

のか、まずお聞かせ願いたいと思います。 

  それから、ホームページを今作成中だというこ

とですが、実際にはホームページはいつごろにで

き上がるのかもあわせてお聞かせを願いたいと思

います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） 市民の反応という

ことと、あとホームページ関係ですね。 

  市民の反応というのは、11月10日にブランド認

定、お披露目をしたということで、まだ３カ月と

いうことになりますけれども、具体的に市民の反

応というのを把握しているわけではございません

けれども、認定後の認定された人たちからお話を

伺った話では、市内の一般市民の方からの問い合

わせがふえているといった状況、あと、広報でお

知らせしましたけれども、市民が訪ねてくること

がふえたと。要するに、お店に訪ねてくることが

ふえたというようなこと。売上についても上がっ
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ているということですが、リピーターがふえてい

るといった状況があります。さらに、県の食材商

談会で、スーパー、デパート、ホテルなどに行っ

たときに、向こうから引き合いがあるということ

は、那須塩原ブランドというものがもうＰＲされ

ていると、要するに、知っているということで、

その商品に対して引き合いをしてくるということ

がありますので、一応、直接市民の反応というの

は把握しておりませんけれども、そういった認定

された事業者からのお話を聞きますと、市民にも

ある程度のブランド認定が浸透しているのかなと

いうふうには思っております。 

  もう１点のホームページの関係ですが、現在委

託中ということで、パンフレットを１万部ほどつ

くって、間もなく完成なんですが、ホームページ

については、契約期間は年度末ということもあり

ますので、間もなく立ち上げるということで進め

ております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 本当にこれは思うんです

けれども、こういった那須塩原ブランドを立ち上

げたということは、当然、非常に市民にとっては

大きなことであると思うんです。ただやはり、年

月がたってしまうとぼけてしまうと思うんです。

立ち上げた段階から、やはりいろんな広報活動、

啓蒙活動をしていかないと、せっかくのいいアイ

デアも浸透していかないんじゃないかな、そんな

気がするんです。特に、那須塩原ブランドのマー

クについてですけれども、私は、この「みるひ

ぃ」のバッジは極力するようにしているんですけ

れども、あのマークについても、本当に早く周知

していかないと、何なのという話になってしまう

んじゃないかと思うんです。その辺、今後の展開

というのをもう少し考えていったらいいんじゃな

いかなと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） 認定マークについ

てのお話が出ました。 

  認定マークにつきましても、5,000枚を作成し

て、もう事業者の方にお配りしております。事業

者の方は、それを使ってブランド品の販売をやっ

ているという状況がございますので、認定マーク

のほうも徐々に浸透していく形ではないかと思っ

ております。 

  ＰＲにつきましては、広報、ホームページ等で

お知らせをしております。そういった中で、今後、

新たに、市のホームページじゃなくて単独のブラ

ンドのホームページという部分と、先ほど申し上

げましたパンフレット等も活用しながら、積極的

にＰＲに努めていきたいというふうに考えており

ます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ぜひ、せっかく那須塩原

独自のものですから、大いに進めていっていただ

きたいなと思います。 

  それから、那須塩原市版地域経済活性化事業に

ついては、先ほどから細かな説明をいただいてお

りますので、私のほうからは、特段再質問はあり

ません。 

  次に移らせていただきます。 

  2)の予算編成の基本的な考え方について、ファ

ミサポの開設に向けた取り組みということで、こ

れについても相馬議員のほうに先ほど答弁があり

ましたが、ちょっと確認をさせていただきたいと

思います。 

  県内には現在11のファミリーサポートセンター

があって、そのうち、直営と委託とそれぞれある

わけですね。直営が６カ所、委託が５カ所という

ことになっておりますけれども、今回那須塩原市
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で考えているのは委託だということです。この直

営、委託、どのような観点で考えたのか、まずお

聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 直営でやりますと、

どうしても職員の勤務時間が制約されるというこ

とで、なるべく広い時間帯でサービスができるよ

うな形でということで、委託という形でございま

す。 

  あと、正直言いまして、民間のほうのノウハウ、

子育てを支援していく団体が、今、那須塩原市内

だけでも20数団体があるわけでございまして、そ

ういった方々の力もかりられるということであれ

ば、委託のほうがベターかなという観点で選んだ

わけでございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） あと実際に県内に11カ所

あるわけですから、それぞれ視察等も行ってきた

と思うんです。そういう中で、先ほどもお話はあ

りましたけれども、那須塩原市がこのファミリー

サポートセンターを開設するに当たって、特に力

を入れる部分というのはどういった点かお聞かせ

ください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 特に力を入れる部

分でございますが、先ほどの市町村の関係から見

ると、やはり後発隊ということでございますので、

そういった意味では、いいところを非常に採用で

きるのかなというふうに思います。特にサポータ

ー養成については、これまでも12月に２回、それ

から、３月にも追加をやるわけでございますが、

現在まで38名がいわゆる講習を修了ということで、

今月15日に開校するものについても、定数20とい

うことでございますので、どちらかというと、サ

ービスをするほう側の充実に努めていきたいとい

うふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 我々の公明クラブも、以

前からこのファミリーサポートセンターの導入に

ついては、質問をしてきた経緯があります。 

  本来であれば、次世代育成支援対策行動計画に

載っているのが平成26年開設というように、実際

には載っていたわけです。それを、先ほどの市長

の答弁もあって、マニフェストを実行に移したい

というところが大きな要因で今回開設が早まった

という、そういう流れだとは思うんですが、現実

早まった理由をお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 先ほど市長から答

弁しましたように、昨年９月から公募のボランテ

ィアで、これは14名だったかと思うんですが、い

わゆるどういう内容についてサービスをしていく

かということで論議してきました。また、サポー

ターの研修養成講座も行ってきた中で、余り遠く

先、26年ということになると忘れてしまうという

機運が非常に高まりがありまして、急遽ではない

んですが、そういうことで23年度中に設立すると

いう運びになったわけでございます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時００分 

 

再開 午後 ３時１０分 
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○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ファミリーサポートセン

ターについては、先ほど部長の答弁で、県内では

後発ということですので、よりよいものをと、私

も非常にそれは期待をします。那須塩原市の子育

て環境が少しでも今まで以上に環境が整っていく

ことを希望し、次の質問に移らせていただきます。 

  新庁舎の基金の積み立てについては、もうしっ

かりと答弁いただいていますので、その点は結構

です。ただ１点だけ、先ほど企画部長、それから

総務部長の答弁の中で、24年には市民団体との説

明会というか、話し合いというか、そういった運

びにしたいということですけれども、実際に案を

示して、市のスタンスですね、柔軟にいろんな意

見を聞く。ひょっとすれば計画の変更というのも

視野に入れながら、そういった団体との話し合い

に持っていくというスタンスなのか、もう説明に

終始するようなスタンスなのか、それをお聞かせ

ください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（石川 健君） 新庁舎の建設での市民

への説明のということでございますけれども、絶

対に曲げないとか、そういうことではなくて、よ

く市民の方、議員の皆さんに説明をしながらご理

解をしていただくというような形で進めたいとい

うふうに思っております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ご理解をいただくという

ことは、計画どおりに進めたいという意図を感じ

るんです。せっかくそういった場を持つわけです

から、やっぱり柔軟なスタンスで、これはもう市

長の市民の目線ということからいえば、やっぱり

柔軟な対応というのは必要じゃないんでしょうか。

結局、市民アンケートでも、新庁舎に関しては、

まだまだ市民の意識は低い気がするんです。そう

いったことを考えれば、もう少し柔軟な対応が必

要じゃないかと思うんですが、再度、その点だけ

確認をさせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（石川 健君） 先ほどの件でございま

すけれども、柔軟な対応というようなことですけ

れども、私のほうでは現在、庁舎建設は建設する

というような前提で話は進めているわけでござい

まして、もちろん市民の皆様の意見については、

十分意見を聞きたいというふうには思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ぜひ今の企画部長の答弁

のように、柔軟に対応をしていただきたいと思い

ます。 

  それでは、次に移らせていただきます。 

  3)平成23年度の主な事業についてでありますが、

この①についてです。昨年11月にスタートした基

金を使った剪定枝の回収事業、それから、廃食用

油の回収事業等ありますが、これらはまだ確かに

スタートして間もないわけですけれども、実際の

実績としてはどのぐらいの効果を上げているのか、

まずその点をお聞きいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 昨年11月から始め

ました剪定枝、落ち葉、廃食用油の回収の実績で

すが、11月から１月までの３カ月になりますが、

剪定枝が104ｔ、落ち葉が22ｔ、廃食用油の回収

が528という状況です。 
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  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） これらの数字をどのよう

にとらえているかということです。思った以上に

集まったととらえているのか、まだまだ少ないな

というとらえ方なのか、そこもちょっと確かめた

いと思います。 

  それから、剪定枝について、もちろんこれは廃

食用油もそうですけれども、各自治会のほうに回

覧で回しているわけです。自治会では、拠点回収

でそこにとりに行きますよというふうになってい

ましたが、どのぐらいの箇所で集まったのか、そ

の辺もお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） ただいま申し上げ

た数値をどうとらえているかというご質問ですが、

剪定枝に関しては、予想よりも多いという考えで

はいます。当初はこんなに集まらないかなという

ふうに思っていたんですが、ただいま申し上げた

ように、３カ月で104ｔということで、これは予

想より多いというふうには感じております。 

  廃食用油なんですが、これについては、今まで

がどうだったかというのはちょっとわかりません

ので、多いか少ないかというのはちょっとコメン

トができませんので、それはご理解いただきたい

と思います。 

  それと…… 

〔「何カ所ぐらいですか」と言う人あり〕 

○生活環境部長（松本睦男君） 剪定枝の拠点回収

の状況ですが、ほとんどが直接、シルバー人材セ

ンターのほうにお願いをしているわけなんですが、

そちらに連絡が行って直接その排出者宅に伺って

いるという状況で、拠点回収については二、三件

だったと思います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） これらの事業については、

新年度の予算の中でも拡張の予算づけがされてい

るわけですね。ぜひ、これも新しい事業としてス

タートしているわけですので、やはりもっともっ

と広報活動をして進めていっていただければなと

思います。 

  次に、ごみ減量推進委員の活動の件なんですが、

実際にごみ減量推進委員の方々の活動として、当

然、各ステーション責任者、その上に位置するわ

けですから、それぞれの地域でステーションの見

回り等をやっていると思うんですけれども、ごみ

減量推進委員のほうから何か市のほうにこうして

ほしい、ああしてほしいとか、問題が発生したよ

うな事例というのは届いているんでしょうか、お

聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） ごみ減量推進委員

さんの件ですが、実は、推進委員さんにアンケー

トをしております。そうした中では、やはりそれ

ぞれの自分の地区はどうなのか、ほかの状況はど

うなのかというふうなことを、そういった情報の

共有というんですかね、ほかの状況も知りたいと

いうふうなこととか、課題の共有もそうなんです

が、缶、あるいは不燃物の分別の間違いの状況、

そういったものがほかはどうなのかなというふう

なこと、そんなもので、いずれにしても、推進委

員さんは、自分のところはどうなのかなというと

ころがまず基本にありまして、その辺のところを

それぞれの情報交換をしたいというようなことを

聞いております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 
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○２７番（吉成伸一君） わかりました。私も推進

委員の１人ではあるわけですけれども、先ほど市

長の答弁では、ことしはこのごみ減量推進委員に

関しては講演会を行いたいという話があったわけ

です。どのような講演会にしていくお考えなのか、

お聞かせを願いたいと思います。 

  それから、もう一つ、これは核心に触れる部分

ですけれども、ごみ減量推進委員を配置すること

によってかなりの効果が上がっているという理解

を当局のほうはしているのか、あわせてお聞かせ

ください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） 新年度において講

演会の予定ということで、予算を計上させていた

だいておりますが、どのようなということであり

ますが、ごみ減量推進委員のアンケートの中でも、

ごみ減量の資源化などに関するもの、民間のリサ

イクル施設などの件、先進地の視察なんかの要望

があるわけなんですが、そういったものを踏まえ

まして、実際に活躍をしている方を講師として実

施していきたいと。講演会に当たっては、１回と

いうことで予定しておりますが、推進委員さん以

外にも、一般の市民の方も参加できるような、そ

んな講演会と考えております。 

  あとは…… 

〔「役割」と言う人あり〕 

○生活環境部長（松本睦男君） 推進委員さんは現

在243名おりますが、効果としてですが、先ほど

来申し上げています、それぞれのステーションの

問題があります。それらについて、やはり一つ一

つ指導をしていただいていると、ステーション責

任者のほうに指導していただいているということ

では非常に効果が上がっているというふうに評価

しております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 了解をいたしました。 

  やはり、ごみ減量推進委員の方々の意識を高め

るということが、実際にごみ減量化によりつなが

っていくんだと思うんです。ですから、講演会は

１回ということでありますが、いろんなことをや

はり今後考えていっていただきたいなと、そのよ

うに思います。 

  それでは、次の②のゆ～バス運行と今後の公共

交通システム、ここからお聞きをいたします。 

  平成19年にゆ～バスが導入になったわけです。

毎年約5,000万の運営費がかかってきているわけ

です。当然これは公共ですので、黒字にするなん

ていうことはあり得ないわけですからやむを得な

いとは思うんですが、今後、この5,000万円の支

出というものをどう考えているのか、削減という

ことも視野に入れながら今後の検討をされている

のか、まずお聞かせを願いたいと思います。 

  それから、括弧でデマンドタクシー等の検討は

されているのかという質問をしているわけですけ

れども、この点についても、現実に先進地の視察

をしたとか、そういったことを行っているのか、

あわせてお聞かせを願いたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松本睦男君） ゆ～バスの市の財

政負担の件であります。 

  当然、削減の方向ということの努力、これには、

やはり利用者の増を図るということになろうかと

思います。幸い、19年度にスタートいたしまして、

20年度には10万人を超えたと。21年度はさらに

7.3％増というような利用者の状況でありますが、

そういった、やはりゆ～バスのＰＲをして活用し

ていただくというふうな努力をして、削減に努め
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てまいりたいと考えております。 

  それと、デマンドの件ですが、先ほど市長から

の答弁のとおり、今後のあり方、公共交通システ

ムのあり方ということで、現在、庁内で研究会を

設置して進めております。昨年の中からでは、先

進地の視察等については、まだ行っておりません。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 那須塩原市の場合には広

大な面積がありますので、そういった観点から考

えると、もちろんゆ～バスを導入して、まだそん

なに月日、歳月がたっているわけじゃないですか

ら、部長の答弁のように、より利用者をふやすと

いう努力、現実にしてきてふえているということ

ですから、そこは喜ばしいと思います。 

ただ、本当に広大な地域ですので、それだけで

賄うというのは非常に難しいわけです。もちろん

これは当初からわかっていたことではありますけ

れども、ですからそれを考えると、もっと身近に

使える交通機関というのが必要だと思うんです。 

そういったことから、全国的にもデマンドのバ

スであったりタクシーであったり、そういったも

のの導入が図られてきていると思うんです。そう

いったことを考えると、この後、磯飛議員のほう

が質問をしますので、私のほうはこの辺で質問は

おさめたいとは思いますが、その費用対効果とい

うことをやっぱり考えていかないと、なかなか先

に進んでいかないんじゃないかと。もうゆ～バス

を導入したんだから、これから先またデマンドも

というと大変だろうなというような思いになって

しまうと、なかなかその先に進んでいかないんだ

と思うんです。ぜひとも、私の思いとしては、導

入の方向で検討を進めていっていただければと思

います。 

  それでは、③高齢者福祉における施設整備につ

いてということで、先ほど市長の答弁をいただい

たわけです。現在、施設入居を希望している方々

は320人の待機者がいると。今年度、新年度予算

で、それぞれ小規模特別養護老人ホーム、それか

ら認知症高齢者グループホーム、併用で小規模多

機能型居宅介護事業所、３カ所、４カ所というふ

うになっております。そのほか、通所ではありま

すが、認知症対応型通所介護事業所４カ所。これ

らを含めて、待機者の解消というのは、大まかど

のぐらい見込めるんでしょうか。小規模ですから、

定員数にしてみると30人を切るような定員で当然

整備はされていくとは思うんですが、お聞かせく

ださい。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 先ほど言いました

待機者320人のうち、重度、いわゆる要介護４、

５のレベルでございます、186名ございます。今

般の整備で118床一応整備できるということで、

先ほど言いました186の約６割がカバーできると

いう状況になります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 実際に小規模多機能、今

も当然施設整備は行ってきているわけですけれど

も、場所的なものは、今回に関していうと、それ

ぞれ３カ所、４カ所、どの辺を考えていらっしゃ

るのかを、あわせてお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 地域的には、グル

ープホームと小規模多機能の併用型でございます

が、旧黒磯地内、それと、西那須野東部が２カ所、

それと、全市内対象でございますが、１カ所の合

計４つ掛ける２ですので、これで併用型ですので、

８カ所ということになります。 
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  それと、いわゆる特養関係でございますが、こ

れが高林地区、西那須野東部地区、稲村地区で３

カ所、それから、認知症デイ関係が市内全域で４

カ所ということになります。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 部長のただいまの答弁で

理解をいたします。 

  当然、高齢化はこれからどんどん進んでいくわ

けです。ハード面の整備というのは、もういやが

なくもやらざるを得ないということなわけですよ

ね。そういった観点からいけば、どうしてもここ

の部分の予算としては、市の補助が出てやってい

くわけですけれども、膨らんでいくという傾向が

あるわけです。ただやはり、那須塩原市に住んで

いるお年寄りが那須塩原市のお年寄りに対する施

策は優しいなと、やっぱりそういったことを思わ

れる市を目指すにもこういったハード事業の導入

は必要ですので、今後もぜひ進めていっていただ

きたいと思います。 

  続きまして、④について再質問を行います。 

  この④についても、既に中村議員も質問をして

おりますので、私のほうからは、実際に雇用をふ

やすということであれば、もうすぐ後ろのハロー

ワークとの情報交換というのは非常に大切だと思

うんです。那須塩原市は、そういった面では、す

ぐ後ろにありますから、非常に情報交換のしやす

いところに位置していると思うんです。そこで、

これはハローワークが主催で、２月４日に県北の

大学卒業生を対象とした就職の面接会というのを

開催していると聞いております。これらについて

の情報を役所としては得ていたんでしょうか、お

聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） ２月４日の県北の

面接会の件ですが、私のほうでは、情報を入手し

ておりません。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 市独自として、先ほど来、

新規学卒未就職者の臨時雇用ということで進めて

いる、これはもう市単独でやっているわけですか

ら、すばらしい事業だと思います。ただ、やはり

せっかくハローワークもあるわけですから、そう

いったところとの情報交換をしながら、この２月

４日の件も、もっと早く情報を得て、例えばホー

ムページに載せるとか、ホームページにアップす

るとか、そういったことをしてより多くの未就職

者の学生を集めるとか、そういった努力はできた

んじゃないかと、私は思うんです、今の部長の答

弁を聞くと。そういったところに対するアンテナ

がもうちょっと高くてもいいんじゃないかと思う

んですが、今後の動向も加味して、どうお考えで

しょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） ただいま議員おっ

しゃるような、こういった面接会というのは、や

はり情報を得まして、市のほうとしてもどういう

状況にあるのかということは、今後もう少しそう

いった状況に参加するなりするような努力はして

いきたいと思っております。 

今回の緊急雇用の中で、そういった学卒、若年

者については、緊急雇用の中ででも、商工団体、

あるいは企業等にも、緊急雇用創出事業を利用し

まして10人の雇用を図るということで、今進めて

おります。主に大学を卒業された方を対象に、そ

の事業を進めておりますので、そういった事業も

進めておりますことも理解していただきたいと思

います。 
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  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ただいまの部長の答弁で、

そういったことはもちろん理解をいたします。た

だ、より高いアンテナを張ることによって少しで

も雇用が進むということも必要だと思いますので、

あわせてその点は要望させていただきます。 

  続きまして、⑤不登校、いじめに関する再質問

ですけれども、今回のよりよい学校生活と友達づ

くりのアンケート、昨年来行ってきているという

ことですけれども、このアンケート自体はＱＵテ

ストと同じような委託業として行うのか、まずは

お聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（井上敏和君） 今のご質問なんですが、

ハイパーＱＵと同じでございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 実際に４年生から中３ま

でアンケートをとって、これは結果としていつご

ろ出て、そこで問題点を把握した中で、それらに

対するどういった対策を打っていくか、その辺の

タイムスケジュール等はどうお考えでしょうか、

お聞かせを願いたいと思います。 

  それから、現在のいじめ、不登校、これらにつ

いては発生した件数があるんであれば、あわせて

お聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） これは、前期と後期と２

回行いまして、前期、５月、６月のころに１回、

学級編制直後に学級の状況を把握し、その数値と

して統計をとる。後期にまたもう１回それを実施

しまして、学級担任及び学級経営の中で、どのよ

うなということで、指導姿勢が数値にどのように

あらわれるかというもので、前期と後期でその成

果を確かめるものでございます。 

  平成20年から導入いたしまして、平成20年度は

４年生と中学校１年生、平成22年度は小学校が４

年生、５年生、中学校が１年生、２年生でござい

ました。 

  平成21年度は、最初、初年度には２回目の小学

校４年生と中学校の１年生も、どちらも親和的な

学級と、つまり、学級になじむというその感覚を

持った生徒はふえているということで、学級経営

の中で、いわゆるこのアンケートが役に立ち、そ

して学級経営の手段として効果的であるという結

果が初年度に出ていました。 

  平成22年度につきましても、やはり小学校４年

生と５年生でございますけれども、例えば数値で

あらわしますと、小学校４年生の前期のほうが

15％、そして後期には41％に、いわゆる学級にな

じむという雰囲気の数値が高くなっている。それ

から、小学校５年生に関しましては、前期が24％

が２回目は45％と、いずれもやはり学級指導の中

で、その効果があらわれているというふうな数値

が出ております。 

ただ、中学校に関しましては、中学校の１年生

も２年生も、やはりこの数値が１年生に関しては

下がっている。例えば、新たに小学生から中学校

１年生に来て、希望に燃えて行っているんだけれ

ども、やはり中学校の現実に直面するという、い

わゆる中１ギャップの傾向が出ていまして、例え

ば22年にやりましたその結果では、中学校１年生

では63％最初はいいなという感覚が出ていたのが、

47％に下がった。逆に中学校２年生では、やはり

その実態をとらえて、最初に41％だったのが、後

期には54％でやや回復したという結果が出ており

ます。 

  こんなところがありまして、それから不登校に

関しましては、小学校においては、不登校の減少
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につながっているという形が数値としてあらわれ

ております。小学校では、平成21年度から22年度

では30％の減少につながっている。４年生では、

平成22年度に12名であったものが、９名に減って

いる。そして、最終的に平成22年度は５名という

ふうに、かなりの割合で減っておるというふうな

ところが結果として出ております。 

  ５年生に関しましては、平成22年度が12名、平

成21年度は変わらず、平成22年度は８名というこ

とで、小学校４年生、５年生に関しては、顕著に

その数値が減少している。 

  ただし、中学校に関しましては、平成20年度の

１月の不登校数が163名であったのが、平成21年

度は150名、平成20年度と21年度の間は減少が見

られたんですが、平成22年度に関しましては、ま

たふえて168名ですので、中学校に関しまして不

登校は横ばいという状況で、数値的な結果が出て

いるというところでございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ただいま、不登校に関す

る教育長のほうから数字が出されたわけです。小

学校では改善されている、中学校ではやや結果が

どうなのかなというような答弁だったと思うんで

す。 

私は、不登校、いじめが問題になって不登校に

なったり、もちろん不登校するだけではないんで

すけれども、そういった傾向は当然あるわけです。

その中である母親から、これは相談を受けたこと

があって、現在はそれはことし解決はしたんです

けれども、部活で、やはりある生徒がいじめられ

るような対象になって、それは、周りの部活をや

っている子どもたちもそれを感じていたと。とこ

ろが学校担任は、そんなことはないということで、

校長先生になかなかその情報が伝わらなかった。

ましてや、そうなると教育委員会はそれを把握す

るということはほとんど不可能だと思うんです。

そこで、学校での対応、それから学校と教育委員

会の連絡、情報交換、これらについてお聞かせを

ください。 

○議長（君島一郎君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） まず、いじめの認知件数

でございますが、平成19年度は45件、平成20年度

は52件、平成21年度は46件、平成22年度は、上半

期でございます、９月末までで21件。ですから、

21年度と大体同じ件数だというところで、ただい

まのいじめの状況の把握につきましては、指導主

事を中心としまして、教育委員会のほうから学校

のほうに聞き取り調査ということで、前期と後期

に関しまして毎年行っております。 

前期でいじめの認知件数を認めたその時点で、

後期に関しての解決方法と、それから、現在後期

にどの辺まで解決したかという実数を確認してい

るところでございますが、議員のご指摘のとおり、

なかなかこのいじめとか、学校の中で把握すると

いうのが難しい面もあります。それで、教育委員

会のほうに連絡があったり、または、保護者のほ

うから学校に連絡で相談があったりというところ

は、やはり学校としての危機管理の中で、いじめ

の解決策、いじめのノウハウをしっかりと理解し

ながら、極力つかんだ時点で校長を中心として、

生徒指導主事、児童指導主任を中心としながら、

担任が前面に立って解決に向かうというふうに取

り組んでいるところでございます。 

なお、それに関しましても、まだ隠れたという

ところがありますので、これは各種主任等、また

は校長、教頭の会議のときに、こういう実例があ

るということを、私のほうからそれを校長、教頭

に認識してもらって、学校の内容をしっかりと把

握してもらうということに努めておるところでご

ざいます。 
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  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） いじめがあるということ

が学校の中で決して恥ずかしいことではなくて、

それをやっぱり正面を向かって臨んでいく、それ

に対応していく、ここの姿勢が各先生方に必要だ

と思うんです。そういった部分でやはり教育委員

会の指導というのが非常に大切になると思います

ので、今後ともよろしくお願いいたします。 

  それでは、⑥協働のまちづくり指針の策定、そ

れから車座談議、自治会の役割ということで、こ

れはもう時間がないので、１点ちょっとお伺いを

いたします。 

  市長の肝いりでスタートしました車座談議です

けれども、平成23年度予算を見ると、地域事業費

に関しては300万円の減となっているわけです。

新年度に関しては、その成功事例等も今後のせて

いくんだということなんですが、この減る理由を

お聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（石川 健君） 車座談議の補助金の23

年度減額になった理由でございますけれども、車

座談議の交付金の過去の実績なんですけれども、

車座談議は平成18年度から始まっていて、19年度

から実際には事業交付金を交付しております。 

  実績をここで申し上げますと、平成19年度が47

万3,005円で、20年度は７地区があって、554万79

円、そして、平成21年度は５地区で321万3,736円、

そして、平成22年度も７地区で433万9,220円と、

実績を見て予算を調整したというようなことです

けれども、今後、新たな事業があって予算をオー

バーするようなことがあれば、庁内で補正で対応

というようなことで庁内合意は取りつけておりま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） わかりました。 

  あと、当然、この車座談議でもそうですし、先

ほどの質問の中でも出ていました自主防災組織に

ついてもそうですが、それぞれ自治会への負担と

いうんですかね、そういったものが非常に多いと

思うんです。生きがいサロンであったり、敬老会

であったり、その自治会と行政が主体となるとい

うか、提案して行う事業、これらの関係について、

今後もっともっと自治会の役割、負担というのは

大きくなっていくんでしょうか。その辺も少し考

えないと、なかなか自治会も厳しくなってきてい

ると思うんです、高齢化も進んできているわけで

すから。その基本的な考えをお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（石川 健君） いろいろな事業を進め

る上で、自治会にお願いするというか、そういう

事項は年々というか、ふえていることは私のほう

でも承知をしております。車座談議についても、

自治会、これは市民のもっとも身近な生活の場と

して、防災とか防犯とか福祉とか環境とか、日常

のあらゆるところで重要な役割を担ってきている、

こういうふうに理解しております。市民と行政が

一体となって取り組む車座談議なんですけれども、

これを実践していくためには、やはり地域をよく

知っている自治会にお願いするというか、頼ると

いうか、お願いするのは今後も続くかなというふ

うには思っております。よろしくお願いします。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 協働のまちづくりですか

ら、それには当然地域住民の協力、理解というの

は得なくてはいけません。その核となるのが自治

会ということは、よく私も承知をしております。
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ただやっぱり、バランスという問題だと思うんで

す。余り過度にということになれば、せっかくの

すばらしい事業もオミットされてしまうような部

分が生まれてくると思いますので、そういった部

分では、やっぱり自治会への理解を、事業に対す

る理解をしていただく努力は今後も進めていって

いただきたいと思います。 

  それでは、１番を終わりまして、２番の子ども

手当について質問いたします。 

  子ども手当は、新年度、３歳未満児は7,000円

増額され、２万円となります。国の子ども手当予

算案は総額２兆9,356億円であり、このうち、国

が２兆2,077億円、地方が5,549億円、事業主負担

が1,250億円です。地方負担分は全体の19％に上

ります。この地方負担分については、さまざまな

議論があり、神奈川県や松阪市、浦安市などでは

地方負担分の予算を計上しない動きもあります。

以下についてお伺いいたします。 

  ①本市の予算案に計上されている子ども手当の

財源構成について伺います。また、地方負担は計

上しないという動きについては、どのように整理

をされ、予算計上されたのか伺います。 

  ②平成22年度税制改正で年少扶養控除の廃止が

決まり、所得税ではことし１月から、住民税につ

いては来年６月からなくなります。また同時に、

特定扶養控除の上乗せも廃止されることになりま

す。これらの税制改正による本市財政への影響に

ついて伺います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ２の子ども手当についての

①からお答えをしたいと思います。 

  平成23年度当初予算案での子ども手当費の総額

は、29億972万円となります。この内訳といたし

ましては、国費が23億1,924万6,000円で79.7％、

県費と市費は同額で、それぞれ２億9,528万7,000

円、率にして10.15％となっております。 

  平成23年度から３歳未満児に対する7,000円の

上積み部分につきましては２億2,024万1,000円で、

すべて国費負担分となっております。 

  なお、他市では、国費の全額負担を求め、地方

負担分を計上しないところもあるようでございま

すが、本市といたしましては、引き続き地方負担

としての児童手当分を支給する予算を計上したと

ころであります。 

  子ども手当につきましては、既に平成22年度に

一度支給をされているものであり、また、国の地

方財政計画でも地方負担分については地方交付税

において財政措置されていることから、国の方針

に沿って計上したものであります。 

  次に、②の扶養控除の見直しによる本市財政へ

の影響についてお答えをいたします。 

  扶養控除が一部廃止、あるいは縮小になれば、

税収の面では個人市民税の増収が見込まれるとこ

ろです。具体的な対象者数は、平成23年２月１日

現在で、年少扶養控除廃止の対象となるゼロ歳か

ら15歳までが１万8,362人、特定扶養控除縮小の

対象となる16歳から18歳までが3,644人となって

おります。 

  しかしながら、実際に市民税を計算する上では、

扶養する側の所得などの条件によって税額が変動

してしまうことから、全体として市民税の税収に

どの程度の影響が出るかは、現時点では予測が難

しい状況にあります。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ただいまの説明で了解を

いたしますが、実際に今の国会の流れを見ていれ

ば、予算額としては通るでしょうけれども、子育

て関連法案については否決される可能性が非常に
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高いわけです。その際に、市としてどのように対

応していくのか、これを確認させてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 仮定の話でござい

ますが、一応当然ながら、実務的にはシステム変

更というのは児童手当に戻るというのが基本シス

テムになってございまして、本案が通らない場合

はそういう形になると。そうすると、子どもさん

の支給対象年齢が下がってきます。当然、あと単

価が下がります。それと、所得制限が入ってきま

す。ということで、システムを変えなければなら

ないという作業がございまして、それらに対応し

ていくつもりではございますが、さてさて６月の

支給に間に合うかどうかというのは、現在のとこ

ろ、やってみないと何ともわからないという状況

でございます。なるべく一定の方針のもとで、子

ども手当が支給されるよう願っているところでご

ざいます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今の部長の答弁で、本当

に大変だと思うんです。もし法案が通らなければ、

公明党としては、以前からもう児童手当というの

をずっと進めてきて、5,000円、それから３歳未

満については１万円だったわけです。それが子ど

も手当は、６年生までの支給だったわけですけれ

ども、中学校３年生まで拡大したということです。 

ただこれは、民主党のマニフェストの最初に出

たのは１万6,000円、次に出たのが１人２万6,000

円だったわけですよね。先ほど、マニフェストに

関しては、市長は、ほぼ残っているもの、６つの

うち、ことし３つを行うということで、マニフェ

ストどおり進めているわけですけれども、民主党

はマニフェストどおりではないわけですよね。そ

れらに対する市長の見解をお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 私からマニフェストに対す

る見解を申し上げろということでございますけれ

ども、私自身がそれに触れることは差し控えたい

というふうに、私は思っておりますので、ご理解

ください。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 栗川市長はマニフェスト

実行力は100％に近いわけですから、自信を持っ

て答えていただければなと思ったんですが、わか

りました。 

  私は思うのは、全体的な子育て支援というのは、

やっぱり単年度の法案でなくて通年法案にしない

と無理だと思うんです。１回１回１年ごと議論を

していたんでは、本当の意味での子育て支援にな

っていかないと思うんです。そういったやっぱり

子育ての新しいシステムというのをつくっていか

なければいけないんじゃないかなと、そのように

思います。もちろん、これは各自治体で行うとい

うのは難しいことかもしれませんが、やはり今は

地方の時代と言われているわけですから、地方か

らも声を大いに上げていくべきだと思います。 

  それでは、次に移らせていただきます。 

  ３、自殺防止対策とうつ病対策について。 

  自殺白書によると、我が国の自殺者は３万人を

超えています。その原因は、健康問題が６割強と

最も多く、そのうち４割以上をうつ病が占め、総

合的なうつ病対策が重要な課題であることが改め

て浮き彫りとなりました。以下、お伺いします。 

  ①本市の自殺予防対策とうつ病対策への取り組

みについて伺います。 

  ②うつ病治療の一つとして、欧米を中心に広が

っている認知行動療法が注目を集めています。昨
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年４月からは同療法に保険が適用され、実施者を

養成する研修も開始されています。認知行動療法

の効果と近隣病院の体制をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ３の自殺防止対策とうつ病

対策についてお答えをいたします。 

  ①の自殺防止対策についてでありますが、今ま

でにも行ってきました栃木いのちの電話相談や各

種相談窓口のＰＲに努めているとともに、平成22

年度から専門のカウンセラーによるこころの相談

を毎月２回実施いたしております。 

  また、普及啓発事業として、各種相談機関一覧

を掲載したクリアファイルを作成して、イベント

等において配布するとともに、市民を対象に、自

殺防止対策講演会を開催したところです。 

  なお、庁内においては、精神保健、多重債務、

生活困窮、教育相談等の担当者による自殺対策担

当者連絡会議を設置して、情報を共有しながら、

それぞれの役割分担のもとで、自殺防止対策に向

けた連携を図りながら取り組んでおります。 

  次に、うつ病対策の取り組みについてでありま

すが、うつ病の自己チェックや周囲の人の対応方

法などのパンフレットをがん検診の案内にあわせ

て配布し、周知を行っています。 

  また、出産後などに起こりやすい産後うつなど

に対しましては、新生児訪問や乳幼児健診相談の

中で専門相談員を紹介するなど、対応を図ってお

るところです。 

  ②のうつ病治療の一つである認知行動療法につ

いてでありますが、認知行動療法とは、物事を解

釈したり理解する仕方を修正する認知療法と、行

動を修正する行動療法を統合した療法で、ほかの

心理療法よりも短期間で効果が認められるとされ

ております。 

  この療法は、うつ病の治療にも効果があると言

われ、保険診療となりましたが、現在のところ、

那須地域で実施している医療機関はございません。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ４時００分 

 

再開 午後 ４時１０分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、再質問を行い

たいと思います。 

  ことし、平成22年から月２回のカウンセリング

に１回４時間程度ということで、こころの相談と

いうのを行ってきているということです。これは

当初予算で当然のっていたわけですけれども、ど

のぐらいの方々が相談に来て、その方々のその後

の調査みたいなことは行っているのか、まずお聞

かせを願いたいと思います。 

  それから、そのほかにもチラシを配ったりして

いるわけですけれども、それらの取り組みによっ

て効果がどのようにあらわれてきているか、もし

検証されているんであればお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 昨年６月からここ

ろの相談ということで、２カ所、黒磯の保健セン

ターと西那須野保健センターでやってございまし

て、この２月までで黒磯26件、それから、西那須

野が14件、合計で40件の相談がございます。 

  そのフォローでございますが、昨年度から事業
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が始まったばかりで、現実的にそのフォローまで

はまだ行き届いていないというところでございま

す。ただ、複数相談がございますので、そういう

形で調整しているところでございます。 

  それと、リーフレット、あるいはどんな形かの

ＰＲでございますが、リーフレットについては既

にご存じだと思うんですが、こういう形でやりま

して、それともう一つ、一般的ながん検診を受け

ましょうという裏側、お手持ちに自己チェック表、

それと、周りの人が心がけること等々について付

書をしまして、送り届けているという状況でござ

います。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 以前の公明クラブの当選

議員が昨年、この自殺防止対策について質問をし

て、どのぐらいの方がとうとい命を失っているか

という数値が当時19年まで示されたわけですけれ

ども、22年までのデータはないでしょうから、21

年ぐらいまでのデータがあるかどうかわかりませ

んけれども、傾向としては、ふえているんでしょ

うか、減っているんでしょうか、その点をお聞か

せください。 

  それから、本市が行っている自殺予防対策に関

して、もう当然これは国から基金として出ている

わけですよね。地域自殺対策緊急強化基金という

ことで出ているわけです。ただ残念なことに、

2011年で一応切れること、これは期限限定となっ

ておりますので、そうなってしまうと、今後事業

展開を単独でやるしかなくなるわけですけれども、

あわせてどういうお考えを持っているかお聞かせ

ください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 自殺の那須塩原市

の状況でございますが、17年から申し上げます。

17年が30、それから18年が33、19年が34、20年が

31、残念ながら、21年はまだ出ておりません。と

いうことで、横ばいという状況にございます。 

  それと、限定の国からの補助等が受けられなく

なった場合ということでございますが、本案件に

ついては重要事項でございますので、今後、財政

のほうと調整しながら、仮に国庫交付、補助等が

なくなっても続けていきたいというふうに思って

おります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ぜひ事業として今後も続

けていっていただきたいと思います。 

  それでは、認知行動療法について、先ほど市長

から答弁いただいて、残念ながら、那須圏域にお

ける病院ではまだ導入がされていないということ

です。余り認知されていないということが一番だ

と思うんです。 

この認知行動療法の第一人者の慶応義塾大学保

健管理センターの大野裕教授が言っています。従

来は薬で治療していたと。ところがそのうちの３

分の１はもう慢性化してしまう。それから、２分

の１はまたもとに戻ってしまうと、薬では。とこ

ろが、この認知行動療法を導入し、カウンセリン

グを進めると、そういった慢性化した人も徐々に

回復をしていくというデータが出ているんだと。 

イギリスでは、非常にこれを国を挙げて治療の

ガイドライン、それから人材育成に現在取り組ん

でいるというような講演内容が大野裕教授から発

せられております。ですからこの認知行動療法に

ついては、ぜひとも市として、医師を対象であっ

たり、保健師であったり、学校の先生でもいいと

思うんですが、いろんな方々を対象に、ぜひ講演

会等を開いていただければと思うんですが、この
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点はいかがでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 今言われた認知行

動療法でございますが、保険診療ということにな

っておりますので、それなりの効果はあるという

ふうに認識しております。今ご提案の件について

は今後、今後というか、検討していきたいという

ふうに思います。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 保険適用ということなん

ですけれども、これはお医者さんだけなんです。

だから、例えば臨床心理士なんかが行う場合には、

まだ残念ながら保険適用にはなっていないわけで

す。ですから、やはり今一番望まれることは、こ

の療法自体を多くの方々に知っていただいて、う

つ病ないしはうつ的な症状にある人に希望を与え

るということが非常に大切だと思いますので、ぜ

ひ検討をお願いしたいなと思います。 

  それから、産後うつに関しても、先ほど市長か

ら答弁をいただいています。よくマタニティーブ

ルーといいますけれども、２週間程度で多くの女

性の方々は回復すると。残念ながら、そのうち１

割ぐらいがうつ状態のまま、うつ病になっていっ

てしまうということなわけです。これらについて

の取り組みについては、先ほどお話がありました。

乳幼児健診とか、保健センターでそのようなこと

を行っているということでありますが、実態とし

てどのように受けとめていますか。そういった婦

人、女性はふえているなというような感想をお持

ちなんでしょうか、お聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 実態について、直

接保健師等から聞いたわけではないんですが、実

情としてはふえているというふうな、家庭相談員

等もおりますので、そんなような形になってござ

います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今の部長の答弁で、ふえ

ているということですから、やはり講演会等でそ

ういった保健師さんなんかがこの講演を聞くこと

によって、女性のうつに対する認識も高まって、

また、アドバイスもしやすくなるんじゃないかと

思いますので、あわせて要望させていただきます。 

  それでは、４の児童虐待防止について質問いた

します。 

  昨年、大阪市で幼いきょうだいが母親に置き去

りにされ、何も食べる物がない部屋で寄り添うよ

うに亡くなっていた事件。横浜市では、母親らに

よって幼い女児が木箱に閉じ込められ、窒息死し

た事件など、親による信じがたい児童虐待事件が

後を絶ちません。以下についてお伺いします。 

  ①本市の児童虐待の現状と福祉部、教育委員会

の取り組みについて伺います。 

  ②先進事例として神奈川県茅ケ崎市は、平成22

年度から児童虐待を防ぐために、米国で開発され

た保護者向けの訓練プログラムを活用したコモン

センス・ペアレンティング(ＣＳＰ)を本格的に実

施し、成果を上げています。ＣＳＰ講座に対する

評価と導入への考えを伺います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ４の児童虐待についてお答

えをいたします。 

  ①の本市の児童虐待の現状ですが、平成21年度

には、児童虐待通告の受理件数が11件あり、その

うち、虐待と確認されたものが８件ありました。 



－117－ 

  内容といたしましては、身体的虐待が５件、育

児放棄が２件、心理的虐待が１件でした。 

  平成22年度は、平成23年１月末日現在で21件の

通告があり、そのうち、虐待と確認されたものが

18件ありました。 

  内容といたしましては、身体的虐待が８件、育

児放棄が５件、心理的虐待が５件です。 

  次に、保健福祉部での取り組みですが、まず子

育て相談センターでは、市民からの通告のほか、

保健センター、保育園、幼稚園、学校、医療機関

などからの情報を受け、虐待が疑われる場合は職

員が家庭訪問により事実確認をするなど、早期発

見に努めております。 

  また、保健センターにおいては、保健師が妊娠

届があったときや乳幼児健診のときなどに両親の

体調や精神状態などを聞き取り、出産、育児に関

する指導助言を行っているほかに、新生児訪問や

母子保健推進員による乳児家庭全戸訪問などによ

り、虐待の未然防止に努めておるところです。 

  虐待の事実を確認した場合は、児童相談所、子

育て相談センター、保健センターが連携し、児童

の安全確保、保護者に対する指導を行うとともに、

育児相談に応じるなどの支援を含め、経過を観察

しながら継続的に対応しております。 

  次に、教育委員会での取り組みについてお答え

をいたします。 

  学校に対しては、各種会議や研修会において、

児童虐待の早期発見の重要性や通告など学校にお

ける対応について、説明・指導をしております。 

  各学校においては、児童虐待の兆候を見逃さな

いよう、全教職員が日ごろから児童生徒に目を配

っており、異常が感じられた場合には、速やかに

子育て相談センター、児童相談所に通告をしてお

ります。 

  本市におきましては、福祉事務所長を会長とし

て、行政機関、教育機関、医療機関、警察、保育

園、幼稚園などの関係者で組織する那須塩原市要

保護児童対策地域協議会を設置しております。関

係機関の連携を強化し、児童虐待の早期発見、適

切な保護及び支援を行っております。 

  ②のコモンセンス・ペアレンティング、いわゆ

るＣＳＰについてでありますが、このプログラム

の導入により、保護者や教師、保育士などの子ど

もへの接し方が改善され、子どもの問題行動が予

防できることであります。 

  本市におきましては、教師や保育士などを対象

に、子どもの虐待防止プログラムを活用した研修

会を行っております。また、保護者を対象にペア

レントトレーニングを行うなど、ＣＳＰと同様の

効果をねらった研修を実施しておりますので、そ

の導入につきましては、今後の課題としたいと思

っております。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ただいま市長から答弁い

ただいた内容からいくと、残念ながら、児童虐待

の件数としてはふえつつあるということのようで

す。もちろんこれは把握するのが非常に難しいで

すから、現実問題はこの21件、18年、23年の件数

だということですけれども、それはひょっとする

と氷山の一角ということもあると思うんです。で

すから、いかにいろんな、保健センターもそうで

すし、学校現場もそうですし、いろんなところで

この児童虐待に対する察知能力というのを、我々

大人が高めていかなければいけないと、そのよう

に思います。 

  そういった観点から、今回、ＣＳＰ講座を導入

してはどうかというところにつながっていくわけ

でありますが、実際に保健センターであったり、

それから学校現場で、児童虐待というのを発見し
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たという事例というのはあるんでしょうか、お伺

いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（井上敏和君） 学校で発見したケースと

いうことでございますので、これは数件ありまし

て、今年度に限りでございますけれども、中学校

で１件、それから小学校で３件。これは担任教師

の健康観察と、養護教諭の保健室での対応の際の

あざの発見と、それから、中学の場合には、教育

相談の中で会話の中の端々から察知して、話をや

ったところ発見したというふうな例でございます。

都合４件ほどありました。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 幼稚園、保育園関

係では６件ほどの発見ということで、子どもの状

態等を日々観察している保育士さん等々が発見し

ているという状況にございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それらを今ご報告いただ

きましたけれども、その後の対応というのはどの

ように行われてきているのか、あわせてお伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（井上敏和君） 中学校の女子の件に関し

ましては、児相に通告、そして児相の面談後、そ

こで保護者と話の後、自宅へ戻し、そして観察と

いうことでございます。 

  それから、小学校に関しましては、１件は、父

母が離婚で、その後市外転出のために、経過措置

は転出先の学校で見てもらうということ。それか

らもう２件の小学生は、学校から児相通告で、児

相の職員が面接相談という形で、その後経過観察

という形で処理をしました。 

○議長（君島一郎君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 通告がありますと、

子育て相談センターのほうで対応ということにな

るんですが、その中でもろもろご相談を受けてい

るんですが、定期的なケース対応ということで、

会議の中で調整しながら、実際に児相に送られた

方は１人ということになってございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 最終的には、やっぱり児

童相談所での対応ということが一番になってしま

うんだと思うんですが、その前のやっぱり発見と

いう部分をしっかり我々はとらえていかなければ

いけないと思うんです。 

そこで、先ほど市長の答弁で、ＣＳＰに近いも

のを本市においても行っているというお話があり

ました。私たち会派で、茅ケ崎市に視察をしてま

いりました。簡易ではありますけれども、簡易な

講座を受けたと言うとあれですが、受けてきたと

いうことなんです。その中で、私が自身が感じた

のは、やはり、子どもと接するときに目線をどう

置くか、子どもとの会話をどうやるか。トレーナ

ーの先生が来て、初めにＤＶＤ等を見て、その後、

実際の講座の一部を、我々会派は４人ですから、

４人の議員が受けたわけですけれども、そのとき

に、その講座自体が非常に楽しいなと思ったんで

す。これであれば、１回について２時間で、それ

を計７回受けるわけですけれども、これをやれば、

確かに子どもと親が接する場合にかなり余裕が、

ゆとりができるなと思いました。 

これを平成21年に試行的に導入して、現実には

平成22年に本格導入を茅ケ崎市は図ったわけです

けれども、非常に人気があるそうです。もちろん、

児童虐待をしている親がというのは、なかなか受

ける、本人が認めないでしょうから。ただ、会場
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に集めてグループでやる場合と、それから個別に

訪問してやる場合と、２通りあるそうです。まだ

本格導入して１年ということでありますので、数

字的には少ないとは思いますが、話を聞いた中で

は、今後はとにかくトレーナーの養成というのが

必要だと、３年後には市内の全保育園で独自に市

民を対象にした講座なんかも開いていきたいと、

そのようなお話がありました。 

  ぜひ本市においても、やはりこのＣＳＰ、コモ

ンセンス・ペアレンティング講座というのはやっ

ていただきたいなと思います。そんなに財政の伴

う事業ではありません。トレーナー養成さえすれ

ば、そのトレーナー自体は市役所の職員の方々で

いいんだと思うんです。そういった方々がトレー

ナーになってやっていっていただければ、相当こ

の児童虐待に向けた防止というのが本市は進むん

じゃないかなと思います。改めて、ご答弁をお伺

いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（室井忠雄君） 実は、先ほど市長

が答弁しましたとおり、ペアレントトレーニング

というのは、我が市では20年度から実際に研修と

して取り入れてございまして、20年度には１回、

それから21年度に４回、それから本年度、22年度

については３回ほど実施してございます。実際に

はＣＳＰとはちょっと違う形ではありますが、場

合によっては、そういったワークショップ等も入

れた形でのものということでございますが、なお

これらは参加者も多いです。幼稚園、保育園、小

学校、放課後児童クラブの職員等々を対象にして

やっているわけなんですが、効果があるものと思

いますので、今後強化していきたいというふうに

思っております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今の部長の答弁でいけば、

近いものを導入していると、再度答弁があったわ

けですけれども、この茅ケ崎市でやっているのは

当然普通のお母さんたちですから、そこが違うわ

けですよね。当然、対象となるのは普通のお母さ

んたちなわけですので、そういった観点からも、

本格的な導入をぜひとも検討していただきたいと

思います。要望いたしまして、次の、最後の質問

に移ります。 

  ５、食育について。 

  国においては、国民の食育の推進に関する取り

組みを総合的かつ計画的に推進するため、平成17

年に食育基本法が施行され、同法に基づき基本計

画が決定されました。本市においても、那須塩原

市食育推進計画が策定されています。以下につい

てお伺いします。 

  ①本市の食育推進計画の進捗状況を伺います。 

  ②食育をまちづくりのテーマに掲げている自治

体では、食育基本条例や食育推進都市宣言、また、

家族みんなで夕御飯を食べる「家庭団らんの日」

を制定しています。本市のこれらの食育への取り

組みを伺います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ５の食育についてお答えを

いたします。 

  ①の本市の食育推進計画の進捗状況についてお

答えをいたします。 

  那須塩原市食育推進計画は、平成20年度から平

成23年度までの４年間を計画期間として策定をし

ております。 

  計画では、４つの基本目標を掲げ、市及び関係

機関と連携を図りながら、事業を推進してまいり

ました。 

  まず、基本目標、「自然や食に感謝する心の醸
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成」につきましては、食づくり体験の推進事業と

して、小中学生を対象に農作物栽培を行う子ども

たちのアグリ体験事業や、市民を対象に市民農園

整備事業に取り組んでおります。また、小学生を

対象におにぎり・バターづくり体験や、生産者に

よる学校給食訪問を行っております。各小中学校

においては、学校ごとに栄養教諭や学校栄養職員

が中心となり、食に関する指導を学年ごとに行っ

ております。加えまして、農地・水・環境保全向

上対策事業や自然環境学習会などの自然に配慮し

た農業の推進にも取り組んでおります。 

  次に、基本目標｢食をいかした健康づくりの推

進」については、那須塩原市健康いきいき21プラ

ンを基本に、乳幼児期から世代別に食事と健康に

関する相談や指導、生活習慣病の予防対策などに

取り組んでおります。また、保育園児を対象に食

育保育園プランを策定し、食育事業を進めており

ます。 

  次に、基本目標「安全・安心な食づくりと優れ

た食文化の伝承」については、地産地消計画を基

本として、学校給食への地元野菜の提供拡大、高

校生を対象とした食育講演会などにも取り組んで

おります。また、すぐれた食文化の伝承に向け、

農村生活研究グループ協議会を中心に、地元食材

を使った創作料理の実習や紹介を行っております。 

  最後の基本目標「食育をいかしたまちづくりの

推進」については、市内各地区におります食生活

改善推進員が食を通した健康づくりのための学習

会や普及推進活動を実施いたしております。 

  次に、②の本市のこれからの食育への取り組み

についてお答えをいたします。 

  市食育推進計画に掲げてあります具体的な事業

や主な指標の進捗状況を今後精査し、平成24年度

以降の取り組みに反映してまいりたいと考えてお

ります。 

  また、議員ご提案のような、市全体としての取

り組むべき方針などについては、今後研究をさせ

ていただきます。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、再質問をさせ

ていただきます。 

  平成20年から23年、市のほうがつくっています

食育推進計画、ここの中の部分でちょっとお伺い

をいたしますが、市長の答弁の中の４項目の最後、

「食育をいかしたまちづくりの推進」ということ

で答弁いただいているわけですけれども、この中

で、今後進めますということで、①食育事業の開

催、それから、②食生活改善推進員の養成、これ

は目標として平成23年には120名にすると。それ

から、食育推進連絡会の設立、それから各指標の

継続的な収集と評価と、このようにあるわけです

ね。これらについては、どのように進めてきたの

かお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） これまでの取り組

みということでございますが、これまでにも、例

を申し上げれば、農村生活研究グループ協議会、

地元食材を使った創作料理の実習、紹介というよ

うな部分がございまして、今年度におきましても、

４品目の創作料理をつくっております。この団体

におきましては、これまでにも創作料理に関して

は、レシピなども作成しながら食育に関しては取

り組んできているという状況でございます。 

  農務畜産課関係でいいますと、そういった団体

の活動を通じて今まで食育を推進してきたという

状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今、４つ、私は挙げて、
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これは実際にこの推進計画の中の24ページにある

わけです。そういったことでお聞きをしたんです

が、じゃ例えば、先ほど、市長の答弁の中にも食

生活改善推進員という言葉が出てきておりました

けれども、そういった方々は平成19年は66名だっ

たと。目標として23年に120名にしていきたいと

いうことで、本市の食生活改善を進めるんだとい

うふうに目標が掲げられているわけですね。それ

らも含めて、現在どこまで進んできているかとい

うことを再度お伺いいたします。①から④まであ

りますので、お願いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

〔発言する人あり〕 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、後でお知らせ

願えればと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

  食育事業ということでは、本当にいろんなとこ

ろで食育に対していろんな事業を行っているとい

う事例はあるわけです。これは以前、鈴木伸彦議

員が質問されていました。弁当の日というのを、

議員、されていましたよね。○○○○○○○これ

は、今、全国で548の小中学校で、現在実際に実

施をされていると。栃木県内では宇都宮市だけな

んですが、ただ、宇都宮市のすばらしさは、全小

中学校でこの弁当の日というのを事業として取り

入れているんです。子どもたちがつくる弁当の日

ということになります。ただ、小学校１年生から

中学３年生までが対象ですので、全員が自分でつ

くるということは、当然小学校１年生であれば無

理ですから、親と一緒に買い物に行ったり、親の

ちょっとした手伝いをして、お弁当をつくる。そ

れを年に一、二回実施して、いかに食が大切か、

また地産地消という面でも、地域からできたもの

を使った弁当づくりとか、これは非常にすばらし

い実践だなと私は思うんです。この辺については、

前回、鈴木伸彦議員の質問に対してはこれといっ

た答弁がなかったわけですが、多少なりとも検討

をされたとか、ちょっと調査をしてみたとか、そ

ういった経緯があるかどうかお聞かせ願いたいと

思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（平山照夫君） 弁当の日ということで

ご提案をされて、全国で548の小中学校で実践を

しているというお話でございますが、私どものほ

うでは、ちょっと今それはやっておりませんけれ

ども、これをやることによって、自分で自分の食

べるものをつくるということですから、ふだん、

家庭でお父さん、お母さんにつくっていただいて

いるもののつくる大変さというのもわかるでしょ

うし、食材に対します感謝の気持ちですとか、生

産者に対する感謝の気持ちですとか、あるいは食

の大切さ、それから食事の喜び、楽しさ、そうい

ったものが学べるんではないかなと思っておりま

すので、これからちょっと研究はしていきたいと

思っております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 平山部長答弁のとおり、

本当にすばらしい事業だと思いますので、ぜひ検

討を進めていただきたいと思います。 

  それから、先ほど市長の答弁をいただいている

わけですが、例えば三島市で行われている「家族

団らんの日」の制定をして、これは毎月19日、食

育の日をその日に決めているわけですけれども、

その日はなるべく会社を早く帰って、みんなで食

事をとりましょうと。市内の企業に対しても呼び

かけをして、大手８社を含めて24社、これが我が

社の家族団らんの日ということで決めて、その日

は家族で御飯を食べましょうというような取り組
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みをしているそうです。これも本当にすばらしい

事業だなと思いますので、ぜひ参考にしていただ

ければと思います。 

  毎年、食育推進全国大会というのが行われてい

るわけです。たまたまことしは私たち会派で三島

に視察に行きましたけれども、第６回の食育推進

全国大会が三島市で行われます。ぜひ本市も参加

をしてはいかがでしょうか。 

  以上で質問を終わります。 

○議長（君島一郎君） 以上で、公明クラブの会派

代表質問は終了いたしました。 

  以上で、会派代表質問通告者の質問は全部終了

いたしました。 

  会派代表質問を終わりにしたいと思いますが、

異議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（君島一郎君） 異議なしと認めます。 

  会派代表質問を終わります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（君島一郎君） 以上で、本日の議事日程は

全部終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ４時４７分 

 




